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I. まえがき
1918年のコモンズ「労働史』（全2巻）の続篇をなすのが1935年のドン.D・ 
レスコヒヤーとエリザベス・プランダイスの「合衆国労働史一労働状態と労働
立法ー』およびセリグ・パールマンとフィリップ・クフトの『合衆国労働史一
労働運動ー』（それぞれ続篇第3巻および第4巻とされる）であるが， コモンズ『労
働史」が1896年までの労働運動を主として取扱ったのにたいし，続篇2巻はそ
れ以後ニュー・ディールまでの時期について労働状態および労働立法を第 3巻
として，また労働運動を第4巻としてそれぞれ別個に取扱うという方法をとっ
た。この辺の事情について，続篇のはしがき（レスコヒヤー，ブランダイス，パー
ルマン，タフトの4人による）は「1896~ 1932. 年の時期をひとつの単位として扱
ったが，前回よりも資料が充分かつ複雑だったので，労働状態および労働立法
については労働運動を論ずる際に附随的にしか触れなかった第 1巻および第2
巻とは異なる著述方法をとった」！）とのべている。だが労働状態および労働立
法を別巻（第3巻）として論じた理由が資料の完備にあるというのは事の一面
にすぎず，背景的事実としてコモンズ続篇序文（すでに論じた）の描く時代的変
化のあったことは否定できないであろう。
続篇のはしがきは，さらに「史料の取捨選択と解釈にはコモンズの手法をも
ちい」，「コモンズの知的指導とインスビレーションに負うところが測りしれな
い」2)ともいう。すでに詳細な検討を加えたパールマンとクフトの『労働史』
について，その点は明らかであろう。コモンズ『労働史』もパールマンとクフ
トの『労働史』もともに労働運動を扱ったのであるから，手法の同一性を両者
から汲みとることは比較的容易である。だがレスコヒヤーとブランダイスの
1) Don D. Lescohier . and Elizabeth Brandeis, History of La如rin珈 United
. States 1896~1932; Working Conditions and Labor Legislation, New York: 
The Macmillan Company, 1935, Vol. ][, p. v. 
2) Ibid., p. v. 
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『労働状態と労働立法』について＼は，コモンズ『労働史』による労働状態およ
‘び労働立法論の展開が僅少ないし皆無なのであるから，両者間に手法および解
釈の同一性はそれほど鮮明ではない。幸い労働立法論についてはコモンズとア
ンドリュースの「労働法原理』との比較対照が可能であるし，またこの書物に
はレスコヒヤーの労働状態論と対応する部分が少なくない。他に若千の文献
が，レスコヒヤーとプランタ：イスのなかのコモンズを発見するのに役立つであ
ろう。レスコヒヤーとブランダイスがコモンズ解釈にしたがっていることは，
それから容易に理解される。
レスコヒヤーとプランダイスの『労働状態と労働立法』は本文のみで約700
ページである。だがそれを通読しても，そこにパールマンとクフトの「労働史』
からえられた印象の強烈さはない。けだし労働状態論は事実の羅列となりやす
いし，また過去の労働立法論は，その後の立法の発展という事実の前には影う
すくならざるをえないからであろう。だがこの書物がコモンズ「労働史」全4
巻の 1冊であるかぎり，アメリカ労働史論の研究としてはそれを避けて通るこ
とはできない。
そこでできるだけ忠実にレスコヒャーとプランダイスの記述を追ってみよう。
I[. レスコヒヤーの労働状態論'
1. 労働力人口と就業構造
労働経済学が今日のように確立していなかった時代における記述としては，
レスコヒヤーの書きだしは注目されてよい。．かれによれば「人口規模の変化は
動的な社会経済的力」であり，事実1890年以後の労働状態史は人口の規模と構
成の変化の影響をうけてきているのだが，「一国の経済的社会的発展にたいする
人口の規模，成長率，性別年令別構成の変化の影響の重要さをほとんどのアメ
リカ人は理解していない」という 3)。
?
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1890年~1930年の間に人口は倍加し (6294万人から1億2277万人へ），年増加率
は前半の20年間の 2彩から後半の20年間の 1.5彩へと低下したが，増加趨勢は．
変らない。人口増加は自然増と社会増に2分されるが，移民国アメリカといえ
ども自然増に比して社会増は少なく， 1891~1930年の社会増（移民流出入の差＝
純流入）は推定1,500万である。しかも1910年頃を境に移民（外国生れ）人口の
増加は減じ， したがって総人口にしめる外国生れの比率も低下した (1890年一
14.7彩， 1930年 11.6彩）。一方両親ないし片親が外国生れであるアメリカ生れ
の子供の数は増加し， 1890年にはそれは外国生れの子供の数とほぼおなじであ
ったが， 1930年にはその倍となった。移民の孫 (3代目）は両親 (2代目）がア
メリカ生れであるため，人口増加にたいする移民の寄与が見失われがちだが，
この点を考慮すれば「1890年以降のアメリカ人口成長の 3分の 1以上は直接移
民流入によったものである」という 4)0 
人口の自然増についてはどうか。前記40年間の人口増加より社会増を除いた
約4,500万人がその間の自然増にあたる。レスコヒヤーによれば，アメリカ生
れの人口の出生率は外国生れの人口のそれより低いが，幼児死亡率もまた低い
から，アメリカ生れの白人女性の総人口への寄与はアメリカ生れの出生率の示
す以上である。他方移民出生率は高いが，移民減少，ヨーロッバにおける産児
制限知識の普及，アメリカ的思考様式の浸透の諸事実よりして将来の自然増に
たいするその影響はなくなろう。要するにアメリカの出生率は低下の傾向にあ
り，しかも死亡率は停滞ないし微増気味である。かくして将来の人口増加は抑
制されざるをえないとされる丸
だが労働経済的観点よりみて重要なのは都市人口集中 (Urbanization)であ
ろう。 1890~1930年間にアメリカの都市人口は激増し， 1930年の都市人口は18
3) Ibid., p. 3. 
4) Ibid., pp. 4~7. 
5) Ibid., pp. 8~10. なお参考までにその後のアメリカ人口の年増加率をみると， 1930
年代…0.7%,1940年代前半…1.1%,後半…1.696, 1950年代・・・1.796, 1960年代前半
・・1. 5彩，後半・・・1.1彩， 1970年代前半…0.9%,1975年以降…0.896のごとくである。
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90年の総人口よりも 600万人多い。これは基本的には工業化の一般的特徴のひ
とつであろうが，直接的にはとくに世界大戦による労働需要の増大と大戦後も
続いた雇用拡大が原因であって，大戦による移民流入の杜絶はそれをさらに促
がしたものといえる。したがって都市人口集中の一因を移民の国別構成の変化
（北ヨーロッパ系よりも都市志向的なロシア系ユダヤ人およびイタリア人の増大） に求
める主張には組しえないとする6),0
かくしてレスコヒヤーは「1930年にいたるio年間のアメリカ人口の急成長は
経済拡大のためのニーヅの基礎を提供した」ものであって，その間のいくつか
の不況は「経済進歩の中断というよりはむしろ発展過程における調整不備の時
期」だという 7)。 これは，かれが冒頭で経済発展にたいする人口成長の意義を
強調した当然の結論ともいえるが，それだけにかれの将来の経済予測は，人口
成長の鈍化が予想されることとて明るくはない。
アメリカの場合とくに重視されるべき人口の社会増て移民流入）にかぎって
いえば，年間流入100万といわれた1905~1914年をビークとして移民割当制下
の10年 (1922-1931)の流入は， 1890年後のどの 10年のそれよりも少ない。だ
が移民激減は大戦後の世界的傾向であったから（戦後ヨーロッパ16カ国よりの移民
流出は戦前の3分の1), 「移民割当法の制定がなければ戦後移民流入が戦前の数
字に達していたかどうかは確かでない」と慎重である8)。なお戦後の世界的な
移民減少の原因としてレスコ ヒヤーは，①各国の移民流出入規制，②ヨーロッ
パの出生率低下，⑧受入国の生活難の増大，④技術進歩による移民労働力需要
の減少，⑥自国労働者保護のための経済的ナショナリズムをあげる9)。
レスコヒヤーの主張にコモンズの影響が顕著にみられるのは，移民立法につ
いての議論であろう。・移民反対運動の歴史は古く（植民時代にまで遡る）， その
6) Ibid., pp. 11~12. 
7) Ibid., 13. 
8) Ibid., pp. 15;_16. 
9) Ibid., p. 17. 
?
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目的ないし原因は，①囚人，貧民，疾病者の流入防止，②ローマ・カソリック
にたいする偏見，⑧アメリカ労働者の保護にあったが，アメリカの近代移民政
策の始まりとされる1882年法以後の諸法律は，排除の対象として前記以外に公・
的扶助を必要とするもの，精神障害者，反社会的思想の所有者，契約労働者を
含ましめるにいたった10)。その間 (1903年）商務労働省が設置されて移民局が
それに移管されたことは，移民問題はもっぱら労働問題であることの公的承認
とされたし11), 読み書きテストを定めた1917年法や移民割当のための1921年法
(1910年実績の3彩入国許可）および 1924年法 (1890年実績の2彩入国許可）は， ぃ
ずれもかかる流れの結果であった。コモンズとアンドリュースの『労働法原
理」は，移民法の保護目的として①共同体の社会的保護，③国民の保健，⑧納
税者の負担となるものの排除，④労働法観点よりする競争の緩和の 4点をあげ
るが12), レスコヒヤーの主張もこれにつきる。
もっとも移民立法が有効だったかどうかは別問題であって，わずか40語の読
み書きテストでは制限的効果は期待できないし，またもっとも効果的と思われ
る移民割当すら北西ヨーロッパからの通常の移民流入には干渉しなかった。読
み書きテストと移民割当が競争緩和（アメリカ労働者の賃金•生活水準への圧迫の
除去）と人種構成の変化のもたらすアメリカの政治的文化的伝統の危機の回避
という二重の動機によっていたというレスコヒヤーの指摘は13りまさにコモン
ズ的解釈であるが， とくに後者の動機はアジア人にたいして鮮明であり．（たと
えば1924年法による明確な日本人の排除）， このことはまた東洋人種はアメリカ化
10) Ibid., pp. 17~20. 
11) Ibid., p. 21. 
12) J. R. Commons and J. B. Andrews, Principles of・Labor Legislation, 1936, 
reprinted by A. M. Kelley, 1967, pp. 346~347 (コモンズ・アンドリュウス共
著，池田直視• 吉原静夫共訳『労働法原理』，上・下，ミネルヴァ書房刊，昭和34年，
38年， 449~451ペー ジ）
13) Lescohier and Brandeis, op. cit., p. 23. 
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されえないというコモンズの年来の主張でもあった14)。ただしレスコヒヤーの
記述にはかかる鮮明な東洋人評価はみられない。
ところでレスコヒヤーは総人口にしめる「雇用可能な部分」 (theemployable 
part)に注目し， 1890~1930年間のその増加は総人口の増加よりも急速だった
ことを指摘する。その原因は主として移民流入にあったが，大戦と移民立法に
よる移民流入の減少にたいしては，女子労働力の増加と省力的投資による対応
がなされたという。女子就業者数の増加はこの期の注目すべき特徴であるが，
それは①女子人口比率の上昇と③女子就業者比率の上昇とによる。それはまた
女子の都市流入傾向にともなう都市就業人口中の女子比率の増大と無関係では
ない。さらにかかる女子就業者比率の上昇は，年少労働者保護や進学率上昇に
ともなう年少就業者数の激減という事実の反面でもある。なお南部黒人の北部
産業への浸透も，この時期の注目すべき現象であった15)。
そこでレスコヒャーは， 以上の結果としてアメリカ人の戦業別分布（すなわ
ち職業別就業構造）の変化したことを指摘し， 1910~1930年の間に就業者数はと
くに小売・ 保険・公務・教育等で増加し， セールスマンのごときは 1,129,000
人の増加をみたという 16)。ただしこのような労働経済学的分析は，コモンズ理
14) Commons and Andrews, op. cit., pp. 353~354 (邦訳， 458~460ページ）。ただし
競争回避動機と政治的文化的危機の回避動機とが不可分であることはいうまでもな
い。日本人以前の東洋人排除対象は中国人であるが，コモンズ「労働史」はすでに中
国人移民問題を生活水準間の競合として捉えている (J.R. Commons, History of 
Labor in the United States, Vol. I, New Yo~k: Macmillan Co., 1918. pp. 149, 
150)。なお，Commons,Races and Immigrants in America, 1920, reprinted by 
A. M. Kelley, 1967, pp. 101~106, 130~132. 
15) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 34~45. なおニグロの移動 (1916~1917)に
ついて当時のある論者は，これを基本的に奴隷解放以来の黒人の移動性向と対比し，
'今回の移動が都市への移動という点で異質であり，かつての西漸運動とも異なること
を指摘する(W.0. Scroggs, "Interstate Migration of Negro Population," in J. 
R. Commons; Trade Unionism and Labor Problems, Second Series, 1921, 
reprinted by A. M. Kelley, 1967, pp. 115~116)。
16) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 46~47. 
?
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論との関係が稀薄ではある。
2. 労働状態
〔1)賃金
労働状態をしめす代表的指標は賃金であろうが，レスコヒヤーは，もっぱら
P・H・ダグラスの研究に依拠しながら議論をすすめる。 1890~1907年の賃金
収入の動きをみると， 90年代はほとんど変化がないが（製造業の平均時間収入は
未組織および低組織分野で14~15セント，組織分野で32~33セント）， その後上昇に転
じ， 1901~1907年の製造業の平均週収入は未組織分野で 9.47ドルから10.55ド
ルヘ，組織分野 (6産業）で18.34ドルから19.64ドルヘと変化した。その後不
況 (1908年）のために賃金下落がみられるが ⑩栽岳業の平均年収入は1!907年ー522ド
ル， 1908年ー 475ドル， 1909年ー 518ドル）， 1910~ 1914年については生計費上昇
. {1906~1909年の水準よりも％高い）に近い賃金上昇がみられた17)。
世界大戦前の上記の賃金の動きについて，賃金上昇は生計費上昇を上まわっ
たとするもの (F・C・ミルズ）， 実質時間収入は定常的であって労働福祉の向
上はむしろ雇用改善にみられるとするもの (P・H・ダグラス），移民賃金はか
ならずしす低くなかったが，その大なる労働供給が賃金上昇を妨げたことは疑
いえないとするもの（連邦移民委員会）など諸種の解釈がみられる18)。レスコヒ
ヤーは格別自己の解釈を打ちだしていないが，・すくなくともミルズの主張を支
持していないことは確かである。 J・A・ライアン神父の『生活賃金論』 (1910
年）に代表される諸種の初期生計費調査がこの時期に族出していることも19),
17) Ibid., pp. 55~56, 58~59, 59, 60. 
18) Ibid., pp. 60~61. 
19)当時のかかる調査としてレスコヒャーはライアンの他につぎのようなものを列挙す
る。すなわちL・B・モアー 「賃金労働者の家計』 (1907),R・C・チャビン「ニュー
ヨーク市の生活水準J(1909), F・H・ストレイトホフ「アメリカ産業労働者の生活
水準』 (1911),M・パイングトン『自作農場， 製粉町の世帯』 (1911), 連邦労働局
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以上の点の判断の材料となろう。
さて世界大戦は事態を大きく変える。 1915~1920年の生計費上昇は 1894~
1914年の 2.5倍に達したという。この時期の労働者の購売力は産業・職業・地
域によって大差があったというのが論者間（たとえばダグラスとP・F・ブリセン
デン）の一致点だが，特徴的には，労働組合が欠如しないまでも主として未組
織の産業 ("payroll"industries) -—繊維，靴，木材，鉄鋼，精肉等の軍需産
業—ーと，組合の組織された産業 ("union" industries) -—印刷，石切，製パ
ン等の内需産業—との間に差違があって，前者の産業群の戦時賃金上昇は平
均して後者のそれの倍であったという（ダグラス）20)。かくてレスコヒヤーは，
「当初団体交渉は，賃金決定因としては，• その産業が軍需市場にしめる戦略的
地位ほどの力がなかった」と論じている21)0 
1916~1917年の生計費上昇は20%だったが，賃金上昇がそれに見合ったのは
前記「ペイロール」産業群と猥青炭だったから，軍需産業への労働移動が生じ
（ただしこれで現実的利益をえたのは普通労働者および半熟練層）， 1918年には「労働
市場の混乱は悪化」するにいたった。産業間賃金格差の拡大→労働移動の激化
→軍需産業スカウトによる労働力争奪戦→賃金上昇 (1917~18年について20~30
％）という通常の図式が展開され， ヨーロッパよりも大きいとされたアメリカ
の熟練・不熟練賃金格差も縮小した22)。一方事務労働者を含めた俸給生活者お
よび公務員の購買力ないし実質賃金は低下している。当然のこととして賃金安
「紡績労働者の家計—~ • 第16号」 (1911),S・ニャリン
グ「労働者家族の生計費調達」 (1913), J・C・ケネデイ『シカゴ家畜屠殺場地域の
賃金と家計」 (1914)(Ibid., p. 62, footnote 42)。
20) Ibid.~pp. 64, 65. なお "payroll"産業とは， 賃金統計を組合協定賃率に求めうる
組合組織化産業と異なり，産業賃金を企業のペイロールより算出しなければならない
事実にもとづく名称である (PaulH. Douglas, Real Wages in the United States 
1890~1926, 1930, reprinted by A. M. Kelley, New York, 1966, pp. 76~ 
77)。
21) Ibid., p. 6. 
22) Ibid., pp. 66~67, 68, 69. ，?
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定のために政府が介入し， たとえば1918年の戦時労働委員会 (WLB)の賃金
原則（①生活賃金および② 「健康で適度に快適な」 'healthand reasonable comfort'最
低生活賃金）のごときが唱えられたりしたが，一般には急激な生計費上昇にた
いして生活水準を維持向上させうる賃金上昇は実現していない。ただし雇用機
会の増大による多就業化によって世帯収入の増加した一面は存する23)0 
さて大戦後の時代をレスコヒヤーは「野放しの楽観とブーム心理の時代」と
いう 24)。1919~1920年の賃金上昇は物価上昇を追いこし（たとえば建設賃金上昇
は物価の倍以上）， さらに戦後はもはや生計費にたいする賃金調整の時代ではな
いとの労働側の主張もあって，労働統計局の生活賃金原則は， 5人家族につい
て「健康にして見苦しくない」 ("healthand decency")生計費という表現方法
がとられた25)。だが政府の各産業委員会がすべてこの生活賃金原則に従がった
わけではなく，たとえば電気鉄道と猥青炭の各委員会はこれを承認したが，鉄
道労働委員会と無煙炭委員会はこれを無視した26)。1920~1921年の不況時に
は，物価下落を理由とする賃下げ論と購買力および生活水準の観点よりする賃
金維持論とが対立したが，現実には多くの産業で実質労働所得は25~50%の減
少をみたのであって，そのため労働側は， たとえば鉄道労働委員会は無力で
あるとしてその廃止を求めたほどである27)0 
だがその後 (1922~1933年）アメリカの労働者状態は戦前水準を上まわり，労
働者の購買力上昇は未曽有のものとなったが (1929年の26産業の週実質賃金は1914
年水準の40%増だった）， かかる実質所得増加は「賃金上昇よりはむしろ物価下
落の結果」であって，鉄道のごときは貨幣賃金が下落しさえした28)。それはと
くに不熟練労働賃金について著しく，製造業全体の不熟練賃金は1920年代のど
23) Ibid., pp. 74~75. 
24) Ibid., p. 76. . 
25) Ibid., p. 77. 
26) Ibid., p. 78. 
27) Ibid;, pp. 79~80, 82. 
28) Ibid., pp. 83, 84. 
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の年も1920年水準以下であって， 1930~1933年にはその最低水準に達した29)。
それのみではない。運輸通信の発達と労働移動の増大にもかかわらず， 1930
年になっても40年前の賃金の地理的格差は消滅しなかったし（その一理由は産業
構造の州別相違）， 実質賃金そのものの動きも（製造業の場合）， 1899~1927年の
間にそれが1899年水準を下まわったのは 7年にすぎないにしても，前年水準を
下まわったのは13年もあり，生活水準を維持向上させるほどの上昇のみられた
のは1923~1929年の期間のみであった30)。
かかる賃金変動の背景には賃金哲学の変化がみられる。賃金上昇期 (1905~
1915)の低賃金罪悪論， 大戦時の生活賃金論（生計費にたいする賃金調整）， 戦後
不況 (1920~1921)の購買力維持論，生産最盛期 (1923年）の「高賃金の経済」
("economy of high wages")論がそれであるが，とくに高賃金経済論は，賃上
げは利潤蚕触や価格転嫁によらなくとも生産性向上によって実現できるとした
点に特徴があった31)。だが現実には高賃金は不況期には生産を萎縮せしめ，好
況期には物価上昇による需要減退と雇用低下をもたらすおそれがある故に，高
賃金擁護は，景気や雇用にたいする効果以外の競点からなされるべきであろ
う。それだけ当時の労働指導者，政府官僚，一部のエコノミスト，多数の使用
者が高賃金論をうけいれた無邪気さは驚くべきだとレスコヒヤーはいう 32)0 
だが現実はきびしい。不況突入時には政府・経済界の賃下げ反対論の影響も
あり， 1929年の賃上げ企業数は賃下げ企業数の 4倍もあったというのに翌30年
にはその関係が逆転し，とくに1931年のUSスチールの賃下げの影響は大きか
った。製造業の平均週賃金収入は， 1929年の28.69ドルから1932年の16.88ドル
にまで減じた。高賃金論は当然色あせたが，なによりもこの理論の欠点は，市
場における賃金労働者の購買力の大きさを強調しすぎたことにあった33)0 
29) Ibid., p. 86. 
30) Ibid., pp. 87~88. 
31) Ibid., pp. 88~89. 
32) Ibid., p. 91. 
33) Ibid., pp. 93, 94, 92. 
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かくしてアメリカ賃金労働者の生活水準の低下はまぬがれず， 1931~1934年
ほどかれらの生活の悪化したことは過去になかった。だがその生活水準も1893
~1896年のそれよりは高かったのであって，そこにアメリカの「ある進歩」を
レスコヒヤーはみてとるのである34)0 
(2)労働時間
レスコヒヤーは1830年代から1880年代までの労働時間短縮の哲学が，①市民
権論議（日の出から日没までの労働では市民としての諸権利を享受できない）→③健康
論議→⑧雇用創出(make-work)論議→④アイラ・スチュアード理論（時間短縮は
労働者の消費欲を高めて賃上げ要求をうながし，それは技術進歩をつうじて生産性の上昇
につながる）→⑤ AFLの雇用創出論という変遷をたどったことを指摘する
がsi, これはコモンズ『労働史』 (1918)序文の記述そのものである36)。以上の
諸哲学のうちスチュアードの理論は1920年代の高賃金・大衆消費哲学として復
活するが，つづく 30年代にふたたび駆逐される。
ところで各産業の労働時間をみると， 1890年代の平均週労働時間は，鉄鋼＝
65~66時間，鉄道＝〔制動手） 70時間・〔機関士） 77~84時間，炭鉱=60時間
c・ ただし瑯或差が大きい）， 建築＝〔左官） 48~54時間（ただし48時間が一般化しつ
つある）のごとくであって37), しかも全産業をつうじて州および都市による格差
の大きいことを特徴とする。この労働時間の地域差は地方市場的産業で大きく
（ただし建築，葉巻，印刷では全国組合の存在によりかなりの標準化がおこなわれてい
た），逆に全国市場的産業では労働時間はかなり統一されていたが，後者の場
合の統一性は企業間の競争条件の均等化（一長時間企業への追従）にあったから，
34) Ibid., p. 96. ただしこのいい方は，大不況により崩壊した生活も40年以前に比すれば
まだましだといっているようなもので，この程度の「進歩」がなければ不思議であろ
う。
35) Ibid., pp. 97~98. 
36) Commons, History of Labor in the United States, Vol. I, pp. 13~14. 
37) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 9, 102~103. 
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それは時間短縮よりも長時間の標準化を意味した（たとえばボイラー製造，機械，
繊維，鉄鋼）38)。なお労働時間は北部より南部，産業州よりは農業州，また労働
力過剰地域，黒人・移民居住地域，労働組合弱体地域において長く，この特徴
は1890年代以降40年間減退しつつも変っていない39)。
1900年から世界大戦までの時期について製造業の労働時間趨勢を代表するの
は靴と繊維だが，靴の週労働時間は1907年:::;=55~56時間， 1918年・=52時間，毛
織物と毛糸のそれは1910~1918年=54~57時間，綿製品のそれは同時期につい
て56~59時間であった40)。週労働時間は大戦中に短縮がすすみ，全産業平均は
1914年=53.5時間， 1920年=50.4時間であったという (P・H・ダグラス）41~ 。
1920~1930年については，特筆すべきは鉄鋼の12時間制撤廃=8時間 3交代制
導入 (1923年）に代表ざれる 8時間制の一般化であって， この時期の時間短縮
は， 1日30分ないし 1時間の短縮と土曜半休とをその特徴とした42)。
時間短縮論議にかぎっていえば，すでに19世紀に主張された①仕事配分，③
生活水準の維持向上，⑧余暇の増大は， 20世紀に入ってもなお論議のエッセン
スであった。 1930年代の週30時間運動がかつての10時間運動や 8時間運動（ア
イラ・スチュアードの運動を含めて）の後裔だとされるのも， その意味である。
失業克服のための時間短縮論 c•work fund theory")の展開はその典型であろ
ぅ43)。だが20世紀の特徴は，前世紀に比してとくに時間立法が活発に論ぜられ
たことであって，それは，使用者ないし事業委託者としての政府の労働時間規
制責任が注目され，また鉄道事故原因として長労働時間が強調され，さらには
前世紀末の不況脱出により労働組合がクイミングよく時間短縮運動に乗りだし
38) Ibid., pp. 103~104. 
39) lb絋， pp.104~105. 
40) Ibid., pp. 108~109. 
41) Ibid., p. 109. 
42) Ibid., pp. 110~111. 
43) Ibid., pp. 13, 12, 11. AF Lグリー ン会長や機関士・火夫友愛組合のロバー トソ．
ンの時間短縮論がその代表的なものであった。
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えたことの反映でもあったい。
(3)失業
レスコヒヤーの指摘をまつまでもなく，失業者を「怠け者」 ("lazyrogues") 
とした19世紀から失業にたいする「国家責任銀」をニュー・ディールの形で表現
した20世紀への変化は， 「アメリカ史上もっとも顕著な発展のひとつ」であろ
ぅ45)。「職は真に求めれば得られる」というのが前世紀末の典型的アメリカ銀
であってみれば， 1890年代では，常に先駆的な労働政策をとってきたマサチュ
セッツ州すら失業原因の究明を閑却してその対策（それもせいぜい産業教育）に
終始し， しかも失業者を労働テスト (work-test)によって求職者 (wayfarers)
と浮浪者 (tramps)に区別し，後者は労働コロニーで作業させ前者は簡易宿泊
所に収容するという提案46)にとどまっていたのも，・故なしとしない。ただし貧
民 (paupers)と失業者にたいする無差別の州対策は， 1934年の連邦緊急救済策
（後出）にいたるまで変らない。
一方労働側の失業対策も，おなじく 1890年代では時間短縮，賃金維持，コク
セイ氏の道路建設事業案 (1893年）支持などの域をでない47)。 コモンズは産業
委員会の証言 (1900年）において， AFLの時間短縮論にかんし， それが雇用
増に結びつくのは労働者1人当りの労働時間，産出量，賃金がそれぞれ同比率
で減少する場合にかぎられると批判したが，かかる場合の想定は非現実的であ
ろう。
州政府やAFLのみではない。前記連邦「産業委員会」の報告書 (1901年）
も失業問題に言及すること僅少であった (1134ペー ジのうち16ペー ジ）48)。
44) Ibid., pp. 106~107. 
45) Ibid., p. 115. 
46) Ibid., pp. 117~118, 119~120における1893年マサチュセッツ州労働統計局報告書お
よび1895年同州失業者問題調査委員会報告書についての記載をみよ。
47) Ibid., pp. 122, 123, 124. 
48) Ibid., p. 126. 
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だが幸いなことに，その後の失業は「景気上昇期の失業」というべきもので
あって， 1890年代の失業の深刻さ49)はない。製造業および運輸業のダグラスに
よる推定失業率は， 1900~1914年は3.5~7.1%であって比較的低い（ただし1908
年の12.0%と1914年の12.9形は例外）。失業を個人の責任問題とする傾向はなお強
いが， 1911年のニューヨーク州報告は，景気循環の過程をつうじて不規則な労
働需要による不断の失業が存する以上は，失業を個人ではなく産業の観点から
捉えるべきだとし，公共職業紹介，労働市場情報の公表，公共事業の沈滞期へ
の按分などを勧告したのであって，これは注目される50)。同様の傾向は1914年
のシカゴ失業委員会報告書や，同年の全国失業会議にもみられる51)0 
政府がふたたび「失業意識的」 (unemployment-conscious)となったのは大戦
後にすぎない。大統領の召集した有名な失業会議 (1921年）は当面の景気回復
策と雇用安定計画とを提案したが，それは緊急対策としては公共職業紹介，直
接的救済，公共事業拡張など，また長期対策としては経済変動の緩和・防止策
を含むものであって，「失業問題にかんするアメリカ的思考の新時代を劃した」
ものとされる52)。このことは，大戦後の1920年代をつうじ好況の年ですら 100
万人程度の失業があったことと無関係ではない53)0. だが産業構造の変化（農業・
製造業就業者比率の低下とサービス産業就業者比率の上昇）のもたらした失業にたい
する補償効果の故に，技術の雇用にたいする悪影響はそれほど深刻化しなかっ
たとはいえる。
実際のところレスコヒヤーは，産業および経済過程の変化を原因とする1920
年代の麗用中断を描くには，「技術的失業」 ("technologicalunemployment")と
49)製造業およぴ運輸業についてのダグラスの推定失業率は，たとえば1894年=16.7%, 
1895年=11.9%, 1896年=15. 3%, 1897年=14.5%, 1898年=13.9%のごとくであ
る。
50) Ibid., pp. 130. 
51) Ibid., pp. 131, 132. 
52) Ibid., pp. 134~135, 136. 
53) Ibid., p. 141のメレジス・キプンスの数字をみよ。
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いう言葉は狭きに失するという 54)。確かに移民流入の杜絶により省力対策とし
ておこなわれた技術導入についてみると，問題は技術による労働力の排除その
ものではなくて，技術導入による生産性上昇の結果としてのコスト低下が，価
格ひき下げないし利潤増大のいずれとして吸収されるかにあった。生産物需要
が弾力的な場合に価格がひき下げられれば，たとえ生産性が上昇しようと雇用
は維持・増大されうるし（自動車），逆にその非弾力的な場合に価格がなお維持
されれば，生産性上昇は失業ないしレイ・オフにつながりうる（鉄鋼）。のみな
らず技術導入が労働力排除につながる場合には，使用者はそれを最小ならしめ
る工夫（配転，時間短縮，諸変化の緩慢化など）をこらす責任があろう。 このよう
にみれば，失業の発生は使用者の雇用安定化努力に依存するところが大きいと
もいえる（事実若干の企業は前記努力に成功している）55)。
その意味ではウェスレイ・ミッチェルの「景気循環論』 (1913年）は，失業原
因を個別企業要因よりももっと基本的な諸力にもとめたとされる点で重要では
あろう。いまや景気循躁の研究が失業抑制にとって必須となったわけだが，こ
れに関連してレスコヒヤーは，ョーロッパおよびアメリカの経済学者が失業原
因を賃金の硬直性にもとめるあまり，賃金以外の諸価格の硬直性のもつ重要性
を軽視してきたと批判する。
すなわちかれによれば， (1)現実のアメリカにみられるのは，①価格の硬直性
(1929~1933年について重要産業賃金の下落は生産物価格のそれ以上であった）と③レン
ト•利子率および配当期待の硬直性とである， (2)経済回復を妨げるのは価格硬
直性であって，賃金硬直性が失業の主要原因でないことは，過去および進行中
の不況より明らかである， (3)レント・利子率および配当期待が高ければ，それ
は土地・資本の生産投入を妨げ，失業をもたらす， (4) レント•利子率および価·
格の硬直性と異なって，賃金の硬直性はコストの硬直性をかならずしも意味し
ない (1930年代の自動車や鉄鋼）， (5)賃金硬直論に一面の真理があるにしても，そ
54) Ibid., p. 144. 
55) .Ibid., pp. 149~150, 151~152, 
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れは価格硬直現象の一部でしかなく， たとえば農産物価格の硬直化政策（連邦
農業調整局AAAによる生産制限）のとられた原因は工業製品価格の硬直化政策に
あり， したがって産業政策と農業政策はともに失業を増大せしめたことにな
る，というのである56)。賃金の下方硬直性が当然視される以前のことであって
みれば，このレスコヒヤーの賃金硬直論批判は，それなりに評価されてよいで
あろう。
1933年 3 月，失業者数は l,36~万に達した。だがレスコヒヤーは，この失業
が1830年代， 70年代もしくは90年代の不況時よりも深刻だったかどうかの証明
はできないという 57)。前世紀の失業統計が不完全だというのか，それとも数字
では事態の深刻さは比較できないというのか，いずれにせよかれの主張の真意
は不明である58)。だが1930年代ほどアメリカ人の失業関心が深く， また政府
当局の（どのレベルを問わず）対策が積極的だったことは過去にないとの主張59)
は，かれの偽わらざる実感であったであろう。アメリカ国民がフーバーよりも
ルーズベルトを選んだことは (1932年1月）， それをしめす。 フーバーとして
も，個人の繁栄は健全かつ正常なビジネス機構に依存すると確信する人物にし
ては「最高の努力」ともいうべき再建金融公社 (RFC)の設立をなし遂げ，
しかもRFCをつうじて本来かれが地方レベルのものと考えた救済活動まで連
邦政府におこなわしめたのだが，国民によってかれの「かつてなき努力は否定
された」のである。だがそれは，フーバーの業績の否認というょりは業績不足
への国民の怒りだったとレスコヒヤーはみる60)。
レスコヒヤーの執筆時点では，大統領としての）レーズベルトの評価は将来の
56) Ibid., pp. 153~155. 
57) Ibid., p. 155. 
58)連邦センサスについてすら，たとえば1890年， 1900年， 1910年の失業調査は十分には
信頼できないとされる。 Commonsand Andrews, op. cit., p. 2 (邦訳24ペー ジ）を
みよ。・
59) L函 ohierand Brandeis, op. cit., pp. 155~156. 
60) Ibid., p. 162. 
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歴史家の仕事であったろう。したがって1935年には経済回復の兆が認められは
したものの，かれは，この回復がはたして最近の莫大な政府支出の成果だったか
どうかは当分わからないと慎重である61)。と同時にかれは，もしルーズベルト
の回復計画が成功すれば，人類は新しいことを学んだことになるとの期待をも
寄せる62)。この時点ではその判断は難しいところであったろうが，アメリカの
不況を最終的に救ったのが第二次世界大戦だったという冷厳な事実からすれ
ば，レスコヒヤーの判断は半ば正しく，半ば希望的観測に終ったといえよう。
'(4)失業対策
レスコヒヤーは失業問題解決のためのアプローチとして，公共事業，職業紹
介システムおよび私的失業保険プランを論じ，大学院生のフロレンス・ビータ
ーソンは連邦・州および地方レベルの失業救済活動を論ずる。便宜上それを失
業対策として一括し， 2人の説くところを追ってみよう。
(1) 公共事業
一般に景気対策上のものを例外とすれば，ヨーロッパおよびアメリカの公共
失業救済事業は，①少数の失業者に普通労働 (commonlabor)的仕事を提供す
る小さな地方プロジェクトとしての「ワーク・リリーフ」 ("workrelief0)と，
②失業者に仕事を提供するため特定時期におこなわれる多少とも重要な公共
プロジェクトよりなるところの「公共事業」 ("publicworks0)をその典型とす
る63)。そのうちワ.,....ク・リリーフは失業を個人の問題と考えた時代の名残りで
あって，救済は無償よりも有償（労働）のほうが失業者のためであり， また納
税者にたいしても公正だという考えにもとづく。したがってそれは，イギリス地
方自治庁の定めた原則 (1886年）のごとく，貧民救済ではなく，民間雇用とも
61), 62) Ibid., p. 163. 
63) Ibid., p. 164. 
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競合せず，さらに本来の職業への復帰を妨げないことを前提とする64)。だが実
際には労働にたいする支払は，「賃金というよりはむしろ救済」，すなわち「失
業者の見地からすればとくに不愉快な方法で与えられる救済」であるだけでな
¥ 65), 一部の失業者には慢性的な救済依存傾向がみられ，ワーク・リリーフ悪
用の傾向すら顕著だったという66)。
レスコヒヤーによれば， 1857年のニューヨーク市長による市会への公共建設
債発行提案が初期の主要な失業対策であって，それ以来不況期には常に州ない
し市の失業対策事業がみられ， 1914~1915年の冬にはそれは21州91都市に及ん
だが，公共事業計画がとくに多かったのは 1918...:.1919年であって，事業数は
6,285, 総額にして17億ドルであった。一方連邦レベルでは 1921年大統領召集
の失業会議（政府・労・使による）以来景気の動向におうじた公共支出調整の必
要が論じられてきたが， 1931年の雇用安定委員会設置法こそは「連邦政府によ
るかかる計画化の明確な第一歩」であったという67)0 
実際のところ1921年以前の連邦政府は，不況にさいしては州・地方政府にた
いする公共事業拡張の勧告をもって足れりとし， 1932年までの唯一の連邦援助
は， 1921年の州道路計画助成のための 7,500万ドル支出予算の計上のみであっ
た68)。連邦が来るべき不況期のための好況期の公共支出抑制から不況期におけ
る公共事業の積極促進（来るべき繁栄期における抑制）へと政策転換したのは，大
不況に突入してからである。この転換の基礎には，不況脱出の公共投資を起債
（借入）でおこない，好況に転じたところで不況の再到来までに借入償還をす
ますという図式が描かれていたが，実際にはフーバーや）レーズベルトの公共事
業は，次期不況までには償還不可能な長期債によっていたのである69)。
64) Ibid., pp. 164~165. 
65) Ibid., p. 165. 
66) Ibid., p. 167. 
67) Ibid., pp. 169, 171, 173, 178. 
68) ibid., p. 180, Gammons and Andrews, op. cit., p. 30 (邦訳58ページ）．
69) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 180~181. 
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公共事業の多くは都市における建設（道路は主要な例外）であったが， 当時の
調査によれば，①都市（たとえばシカゴ）の経済・社会単位は行政単位を越えて
おり，不況期に建設を促し好況期にそれを抑制するという反経済メカニズム的
論理（行政と経済との背反）を市当局に迫るのは困難であり（不況期における公債消
化の困難性）， R好況時ですら現実の建設実績を超える公共的改善の必要性があ
った（その故にこそ好況時に公債が発行された）というのが， 真相である。 たとえ
ばウィスコンシン州の場合，過去 (1920年代）の好況期における公共事業への
期待は強く，不況に備えてそれを繰延べることは不可能であり，プームが去っ
てみれば都市の借入能力は限界に達していた（納税者は公債を買うどころか逆に減
税を要求）という 70)。
結局のところ失業対策としての公共事業は，①古くからの緊急救済事業およ
びR1920年代以降明白となった景気循環の平衡錘としての事業以外に，⑧好況
期ですら民間産業で雇用しきれない者を吸収するための事業（当時のヨーロッパ
では実施ずみ）をも必要とするが，レスコヒヤーは，前記3型の事業が将来(1930
年代の後半以降）重要な政治問題となろうと指摘する71)0' 
(2) 職業紹介システム
職業紹介機関には民間のものと公共のものとがある。民間のものについてみ
ると，それは，①商業ベースのもの，②慈善的なもの，⑧産業的なものの 3つ
に分類される。①は各種請負事業への不熟練労働者の供給を特徴とし，職業紹
介が本来州際的性格をもつにもかかわらず各州はこれを大いに規制したが，紹
介手数料を禁止ないし規制した州法が違憲判決をうける状況 (1917年にワシント
ン州法， 1928年にニュージャージー州法）もあって，連邦職業安定局（後述）の事実
上崩壊した1919~20年以後，①の活動はとくに活発であった72)。
70) Ibid., pp. 182~183. 
71) lb近'.,p. 183. 
72) lb絋， p.185, 186, 187, 188. 
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②は，とくに復員軍入再就職の援助を目的とした地方商業会議所，赤十字，
YMおよび YW~A, 陸海軍人ビューロー等による活動であるが， それは「労
働市場の体系的組織化というよりはムクドリの飛ぶ群を撃つ」に似る73)。
③は使用者団体によるものと労働組合によるものとに分れる。まず使用者団
体によるものとしては， 1)特定地域に流入する労働力を当該使用者団体の加盟
企業に配分するためのもので，実例に因んでデトロイト型， 2)加盟企業の全
従業員の履歴カードを集中管理し，望ましくない従業員の企業間移動を排除す
るための組合対策型， 3)レイ・オフされた労働力の流動化をはかるためのレ
イ・オフ対策型の 3型があげられるが，使用者団体による紹介機関が長く存続
しえたのはその故であるといえる74)。
つぎに労働組合によるものについては，組合は通常公式の紹介機構をつくら
ず，求人にたいしては組合役員自身が失業組合員を紹介したものだが，合同衣
服労働者組合 (ACW)の場合は，優先的ユニオン・ショップ制を能率的に運
用するために（使用者側からの要望もあり）「アメリカでもっとも有効な職業紹介
所のひとつ」をつくった事実がある75)。
だが職業紹介機関として重要なのは，もちろん以上の民間のものよりは公共
のものであろう。レスコヒヤーによると，アメリカ最初の恒久的な公共職業紹
介所の設立されたのは 1890年代（オハイオ州の5市）であって， 当初はそれは
「救済の手段」とされたが， 1910年頃よりは過度の労働移動の弊害にたいする
対応というビジネス的側面が認識されるにいたる。だがアメリヵは，各職業紹
介所を結ぶ「ひとつのシステム」の必要性についての理解がおそく，公共と民
間との競合を含めて混沌が支配し，しかも市場組織化の点で公共のものは民間
のものに及ばなかった。一次大戦後は21州で職業紹介行政がおこなわれていた
73) Ibid., pp. 188~189. 
、74)Ibid., pp. 189~190. 
75) Ibid., pp. 190~191. なお民間職業紹介システムについては Commonsand An-
drews, op. cit., pp. 5~11 (邦訳28~36ペー ジ）をも参照のこと。
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というのに，州内の調整すら皆無だったという 76)。
連邦政府の動きについていえば，移民帰化局 (BIN)に各州への移民適正
配分の権限を与えた1907年法が，連邦の最初の努力をしめすといえる。労働省
設置 (1913年）によ、って移民局は同省に移管され，大戦勃発とともに移民官は
職業紹介サービスに転じたというものの，それを連邦職業安定「システム」と
いえば嘘になる。公共の場所（郵便局など）への求人広告の掲示のごときのみで
は職業紹介所 (placementagencies)とはいえない77)。だがアメリカ参戦後は労
働力不足と民間職業紹介機関の弊害が目にあまったため， 1918年連那政府は，
移民局より職業紹介部門を分離独立せしめ，これを連邦職業安定局(theUnited 
States Employment Service, 以下 USESと略す）とした。ただし急場しのぎに民
間職業紹介所員に連邦業務を命じたことは，同局としても大いに問題であった
であろう78)。 なおウィルソン労働長官は全国製造業者協会 (NAM)の USES
批判にたいし，クローズド・ショップ制下の就職斡旋が非組合員にたいし差別
的なのはやむをえないし（シアト}VJ造船業の場合），また争議中の地域にたいし就
職斡旋を中止するのは当然の配慮だと答えたが，州の職業紹介機関は，争議中
を承知で求職者を求人側に斡旋した事実がある79)0 
いずれにせよ非能率，浪費，＇性急さ，無経験のため USESは本来の機能を
76) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 192~193, 197~198. Commons and An-
drews, op. cit., pp. 12, 13, 15~17 (邦訳36,37~38, .40~42ペー ジ）．なお無料の
公共職業紹介はドイツで進んでおり，その発展はアメリカよりもヨーロッパで有望だ
ったという (E.L. Bogart,'、PubicEmployment Offices in the United States 
and Germany," in Common'.s, Trade Unionism and Labor肝ob/ems,_First Serie~, 
1905, reprinted by A. M. Kelley, 1967, p. 626)。
77) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 199~200. 
78) Ibid., p. 203. なおレスコヒヤーは，すでに1918年に労働市場の組織化の要を論じ，
連邦準備制度のごとき公共職業紹介の一元化組織（連邦による職業紹介システムの独
占化）を唱えていた (DonLescohier, "A Clearing House for Labor," in Com-
mons, Tra必 Unionismand La如 Problems,1921, pp. 135, 138)。
79) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 205~206. 
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発揮しえず，その本格的活動は1933年まで待たねばならなかった。すなわち同
年のワグナー＝ペイサー法 (theWagner-Peyser Act)は， USESを労働省の一
部局とし， USES予算の 4分の 3を連邦職業安定行政に関係する州機関への補
助金に充当するというものであったが，これは完全な連邦行政方式以上に関係
者の支持をえたという 80)。職業安定行政における連邦と州の関係の調整は多
年の懸案であり，それを目標としたケニョン＝ノラン法案 (theKenyon-Nolan 
bil)の運命 (1919年以後毎年提出され， 1931年遂に議会を通過したが大統領に拒否され
る）やドーク労働長官による USESの拡充再編 (1931~32年，ただしその目的は
「政治的」，その成果は「浪費，不活発，非能率」だったというものがある）はそのこと
を示したものであるがso, この1933年法によって連邦と州の関係が明確に公式
化され，職員人事・業務その他争議中の企業への求職者紹介等について連邦規
制が州に及ぶことになった。なお1933年設立の連邦緊急公共事業局 (FEAPW)
は， USESの指定する地方紹介所の提出した求職者リストより労働者を選ぶ方
針をとったが82), これは全国的な職業安定行政の最終的な確立を象徴するもの
であろう。
(3) 失業救済
とくに救済の問題にかぎって執筆を担当したビーターソンは，過去40年間の
5つの不況期における救済処理の仕方がそれぞれ「社会的責任の意識はどの発
展段階に達していたか」によって特徴づけられることを指摘する。すなわち①
1893~94年…始めて組織的慈善活動がおこなわれたが，救済は「目と耳で確め
られるべし」（たとえばスープ行列）というのが主要理念（シーザーの時代からのもの）
とされる，③1907~08年…民間・公共の既存救済組織が一層活用され，「施し」
(handouts)よりの脱皮の傾向がみられる，⑧ 1913~15年…公共職業紹介所へ
80) Ibid., p. 214. 
81)'Ibid., pp. 208, 211~212. 
82) Ibid., p. 216. 
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の関心が高まり， ニューヨーク市長の．ごときは失業委員会を任命する（失業問
題は政治家の課題ともなる），④1921~22年…労働争議の多発によって救済は複雑
化し，都市は公共事業を発展させ，大統領の召集した失業会議は救済等の対策
委員会の設置を各市に求める，というごとくである83)。
⑥ 1929年以降は，連邦が積極的に介入したという点でそれ以前とは趣きを異
にする。だが州と地方のレベルに限定していえば，イギリスのエリザベス朝時
代の救貧法と本質的におなじ救済が各州法に定められてはいたが，実際には困
窮者はかかる救貧法型の法律に依存する必要がなく， 1930年までは主として民
間の慈善活動に依拠しえたのであって84)'前記の 4つの不況期についても，こ
・のことを理解しておくべきであろう。 したがって 1930年ですら地方自治体の
一般的態度は「無為」 ("donothing")であり，その活動は分散的である。たと
えばニューヨーク市の市職員負担にる食糧配給（市長は民間慈善活動との協力を拒
萄 フィラデルフィア市の異例の1.5万ドル救済支出（ただし2~3週間で費消さ
れる）， デトロイト市福祉部の活動 (14,000世帯対象に450万ドルの救済活動）など
が代表的なものであろう 85)。だが1930年の冬の終るまでには，事実上あらゆる
市，郡，村がなんらかの公的事業計画を余儀なくされていた。
州が乗りだすのは1931年であって，市・郡にたいする失業救済のための特別
債発行の許可（ニュージャージー州，オハイオ州）， 自治体の発行した債券償還の
ための州基金の提供（ニューヨーク州），救済支出のための州税の引き上げ（ウィス
コンシン州）などはそのよい例である。州憲法によっては自治体にたいする慈善
目的の州予算支出を禁じたものがあったが，かかる場合には州法廷は州の自存
手段としてそれを認めた86)。
なお同年の大統領の緊急雇用委員会 (ECE)が失業救済機関 (OUR)と名
83) Ibid., pp. 218~223. 
84) Ibid., pp. 224,. 226~227. 
85) Ibid., p. 227, 228~229. 
86) Ibid., pp. 230, 231. 
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称変更されたことは，不況克服よりも地方レベルの直接救済の助成が主要問題
となった時代の空気を反映する。それは，連邦援助を共産主義的だとしてその
唯一の逃げ道を任意拠出に求める富者の考えとも合致する87)。財源の枯渇がそ
れに加わり，被救済世帯にたいする給付の削減ないし打ち切りを実施する市ま
で現われたが（デトロイト，フィラデルフィア）， なによりも大きな特徴は， 救済
の内容が，現金給付をともなう仕事の提供 (cashwork relief)から食糧給付に
よる救済 (foodrelief)へと変化したことであろう。その主たる埋由は，後者の
救済に比し前者のそれがコスト高であったというにある88)。
だがその帰結は，結局ば連邦が乗りださねばならないということであった。
余剰小麦の放出や公共事業救済法案の通過などは，地方の怒りに動かされた
1932年の連邦議会の反応であろう89)。しかし連邦による失業救済の最たるもの
は再建金融公社 (RFC)による州への貸付であろう。連邦借入にたいして州
憲法が障害となる場合は，州道路建設にたいする将来の連邦援助支出によって
その相殺が可能とされたし， また知事の証明で市も連邦借入を認められたか
ら， RFC借入申請は殺倒した。 かくして1933年の失業救済活動の場は，すで
に能力の限界に達していた民間団体，郡，・市より州および連邦に移ったとされ
る90)。
1933年の連邦緊急救済法 (FERA)の制定は，連邦失業救済は貸付 (loan)で
はなくて下付 (grant)たるべきだというルーズベルトの積極的な主張の反映で
あるが，これによって公的な末端の救済機構が整備され，従来の院外救助的弊
害が除かれるとともに，救済の適正水準も「単なる飢餓防止の消極的」なもの
から「身体的福祉を維持するに足る救済の付与という積極的」なものへと転化
し，さらに失業者は（従来とは逆に）自ら医者を選択して医療を救済当局に要求
87) Ibid., p. 232. 
88) Ibid., pp. 232~233, 235. 
89) Ibid., pp. 237~238. 
90) Ibid., pp. 239, 242. 
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しうることともなった。これこそ「一般政策上の真の新機軸」だという。91)もっ
とも担当係官が役職を利権とみなし，行政が政治に屈するということがなか
ったわけではないが，「行政内容の一般的向上」はあったとビーターソンはみ
る92)。
救済としては他に余剰農畜産物の買上げ (1933年設立の連邦余剰救済公社 FSRC
による），自立見込のない階層の限界地入植にたいする資金援助（公共事業局より
前記公社をつうじ），失業者の自助的バーター的生産活動および協同運動にたい
する連邦援助（連邦救済法による）などがあげられる。また公的救済の対象外と
されて慈善に委ねられていた大量の移動失業者 (transcients)についても， こ
れを対象とするための連邦救済法修正こそ成らなかったものの，連邦救済局長
は，局長権限のもとに法的居住権をもたないかれらのために救済支出をおこな
った93)。
特記されるべきは，雇用促進のために設置された民間事業局 (CWA)であ
ろう。連邦救済制度が救済対象者とその労働報酬を困窮の如何により決定した
のにたいし， CWAは現に連邦救済を受けているものの他に一般失業者をも事
業の雇用対象としたのであって，その最低時間賃率 (40~50セント）は市場との
関連で連邦救済局のそれ (30セント）を上まわった。ただし組織内部の不正・腐
敗と予想外の事業経費とが原因となって， CWAは設立後5カ月にして崩壊し
た (1934年3月）94)。皮肉なことにその直前（同年2月），大統領は前年の連邦緊急
救済法およびCWA計画を一層推進するための新法律（公共救済法 PublicRelief 
Act)に署名していたのである。なお連邦救済局による困窮学生への援助は，
確かに救済政策上のインノベーションのひとつであったであろう 95)。
91) Ibid., pp. 245, ・246~247, 248. 
92) Ibid., p. 249. 
93) Ibid., pp. 250~254. 
94) Ibid., pp. 255, 256. 
95) Ibid., p. 258. 
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1935年議会教書のなかで大統領は，真の失業者は公共事業で雇用し，雇用不
能者は州・自治体の救済に委ねることによって連邦救済を終焉せしめ，高令者
および年少者にたいする配慮は救済ではなく社会保障によっておこなう意図の
あることを表明した。 96)これは過去の経験の帰結ではあったが，同時に扱う対
象が異なれば扱う方法も異なるべきだという自然の論理の適用でもあろう。た
だしこれについてのビークーソンによる格別のコメントはない。
④ 私的失業保険プラン
ふたたびレスコヒヤーの記述にもどる。アメリカの私的失業保険の起源は18
31年の労働組合による自助的共済努力に遡るが， 1916年には使用者側よりする
最初の失業基金（デニソン社）が設けられており，アメリカは「立法の刺激なし
に使用者が失業基金の実験をした数少ない国のひとつ」とされる97)。この私的プ
ランは1932年のウィスコンシン失業積立手当法の成立にいたるまで発展を遂げ
るが， 1890年代以降の連邦・州失業保険の支持論者をのぞけば，これへの一般
関心は乏しい。
私的失業保険プランは，①労働組合によるもの，③労使合同のもの，③企業
によるものに区別される。①については，それはローカル・・レベルで成功した
が，必要時のみの一時的基金となる傾向があった。その実績は， 1908年ローカ
ル組合530のうち失業手当を払ったもの10,1928年組合員433万人のうち失業手
当制度の適用下にあるもの34,700人という程度であった98)0 
②については1894~1929年に26プランがあり，労使いずれか単独のものより
も広範囲におよぶ (1928年の適用労働者数63,50゜ ）。一部の産業（壁紙やクリーブラ
ンドの婦人服）における一定期間雇用保障の確立を別とすれば，真の失業手当プ
ランの最初のものは1923年におけるシカゴ男子服産業のそれであって， 1923~
96) Ibid., p. 258. 
97) Ibid., p. 259. 
98) Ibid., p. 261. 
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30年の間に642万ドルが失業基金に払い込まれ， 520万ドルが手当として支払わ
れている99)0 
⑧については1930年存在するプランは13であり，内容的には，コロンビア社
（正規従業員に52週のサラリー保障）の方式，デニソン社（純然たる失業補償，ただし
配転にともなう減収の補償をも含む）の方式， クロッカー＝．マッケルウェイン社
（前2者の中間的存在で， 5年以上勤続者に単位期間一4週ごとに通常の賃金を補償する）
の方式の 3つに代表される。だが③はむしろ企業福祉プランというにふさわし
く（プランの存廃は企業の意思次第）， その意義も失業者の救済よりも従業員定着
化にあり，まさに「実験」でしか・なかったという 100)。
、 だがいずれにせよ以上は公的な失業補償制度の必要性をしめすものであっ
て，レスコヒヤーは，州や連邦の現実の動きからして私的失業保険プランは早
晩消滅ないし公的規制をうけるにいたるものと予測しているが100,その後の補
足的失業手当の発展のごときを予測するは無理であったというべきか。
(5)職業訓練
レスコヒヤーが労働状態を論ずるのに職業訓練をとりあげたことは重要であ
ろう。この問題を論ずるには，絶えざる近代技術の導入と熟練労働力の流入が19
世紀末以降40年間のアメリカの特徴だったことを銘記しておく必要がある。い
いかえれば人口急増→それを吸収する諸産業の発展と職種(occupationqr trade) 
の課業 (task)への分解→熟練および半熟練労働力の需要増大という動きが，
それに対応する102)。 だがこの需要増は流入労働力によって充たされ， かつ労
働移動の激しさも作用するため， 内部的な職業訓練制度＝徒弟制度は実らな
い。その結果として徒弟制度の本質たる「よき慣習とクラフツマンシップの教
99) Ibid., pp. 262, 265、
100) Ibid., pp. 266~268. ・ 
101) Jb.id., p. 269. 
102) Ibid., p. 270. 
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育」はおこなわれず，一方学校教育は産業との接触を失ったままである103)0 
したがって1910年以降個人生活と工場生活との一体化を求める教育哲学が唱
えられ，産業教育が関心の的となったのは故なしとしない。職業学校 (trade
school), 企業学校 (corporationschool) , 協同学校 (co-operativeschool), 補
習学校(continuationshcool)はその具体化であろう。だが職業学校は第一線級
の技能者訓練には不充分であって，期待したほど増加していない。発展したの
はむしろそれ以外の学校であって，企業学校は1918年146校（ただし全国協会加
盟数）に達し，高校と企業との協力をしめす協同学校は1916年ニューヨークにて
生徒486人 (9校と2amが協力）を教育し，補習学校（初等教育終了後入職までに定
時制・全日制を問わず教育機会のなかった労働者のための学校）については， 1933年
ウィスコンシン州は14~16オについて毎半日， 16~18オについて週 8時間の就
学を要求していた。なお州職業教育にたいする連邦助成を定めた1917年スミス
＝ヒューズ法 ('!'.he・SmithHughes Act)は特筆されるぺきであろう 104)0 
結局のところアメリカの徒弟制度崩壊の原因は，使用者が徒弟を養成しよう
としないことにあった。労働統計局の調査から推定されるアメリカの養成可能
な徒弟数（平均協定徒弟職人比率1:7として年当り75,000)が実際には養成されて
いなかったのである。にもかかわらず労働組合は1880年代にいたるまで統一的
な徒弟規制を要求してきたが，その理由は，①移民流入，③徒弟が職人と偽っ
て入職する傾向（印刷，葉巻，建築など），⑧年少労働者と徒弟との混同にあった
という 105)。 しかし根本的な点は，徒弟制度が近代化（理論と実技とを一体化して
教える旧方式から学校力式による科学教育を採りいれた新方式へ）を迫られたことにあ
ろう。教育委員会の援助による徒弟養成学校の設置（シカゴの塗エ）や徒弟養成
計画の公立学校制度への組み入れ（クリープランド）のごときは，「徒弟制度を近
103) lb絋， pp.271 ~?72. 
104) lb絋， pp.276~281. 
105) Ibid., pp. 283~蕊5.なお P•H ・ダグラス教授および連邦センサスによれば， 現
実の徒弟職人比率は， 1860年=1:3, 1890年=1:62, 1900年=1:88, 1910年＝
1 : 98, 1920年=1:87, 1930年=1:195のごとく低下してきている。
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代条件に適応させる」ためのかかる実験であるが106),「真の徒弟制度の近代的管
理」の痕跡のみられるのはウィスコンシン州徒弟法 (1911年制定，以後修正を重ね
る）であって，．同法によれば，年少者の入職には入職後一定期間の技能学習が
契約化され，かつすべての徒弟は一定期間（当初は週5時間，ついで最初の2年間，
さらには400時間と改正される）就学せしめられることとされていたのである107)。
以上の諸事実のうち，実際の徒弟養成が組合制限を必要とするほどおこなわ
れていなかった点は興味深い。組合の制限的慣行を礎石とするパールマン理論
にとって，その意味するところは微妙であろう。
3. 使用者の政策
Cl). 新たな労使関係
コモンズ続篇序文も指摘するように， 1890年以降アメリカ産業が新発展段階
に入ったことは周知のことであろう。レスコヒヤー流にいえば，資本と労働の
無制限的供給，未曽有の新建設，消費慣習の変化と欲望の増大，資本の集中と
集積がこの時代を特徴づける108)。シャーマン法が独古形成を抑制しえなかった
ことは，なかば常識に属する。
コモンズが強調した金融資本支配→最高経営者層と労働者との断絶→経営決
定の労働者の人間的側面に及ぼす影響にたいする理解の欠如は，以上の発展の
帰結であるが，しかしかかる理解の欠如は，1890年以降のアメリカ労働供給の性
格変化によっても助長された。すなわち一次大戦前の20年間に移民主体は北西
ヨーロッパ系から東南ヨーロッパ系に変じたのであって，その結果従来のアメ
リカ的伝統や慣習になじまぬ新規労働力の保護は，さほど注意を払われないこ
とになったのである。この点がイギリス（労使とも自国生れ）ともメキシコ（資本
106) Ibid., p. 287. 
107) Ibid., pp. 287~288. 
108) Ibid., p. 293. ． 
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は外国系だが， 自国労働力を外国人労働力より保護する立法がある） とも異なるとい
つ• 109) ゜
それはともあれ銀行資本の支配する企業独占体は，組合の抵抗力を弱める。
USスチールに代表される鉄鋼がその例であって，①自警団や警察等の利用に
よる組合破壊，③解雇・降職等による組合員差別，⑧企業福利政策を，その反
組合政策の骨子とする。以上のうち①②は一般的だが，得策であるのはむしろ
③であろう。たとえばインタナショナル・ハーベスクー，ベル・テレフォン，
ゼネラル・エレクトリックは③の方針をとる110)。異例なのは精肉業であって，
それは，「労働の細分化」 (theminute subdivision of labor)により豊富な不熟
練移民を利用し，活動分子の排除に成功している111)0 
この労働の細分化は，機械・エ程・組織・管理方法の改善の結果であってみ
れば，低熟練労働力の利用（低コスト）による高品質商品の大量生産と結びつ
き，そこに生じる労働需要の可能性は，就業機会を期待する全国的な労働移動
（吸引）を生せしめる（たとえばデトロイトの自動車産業）112)。 そしてこれこそ注
大産業というものだとされる。そこでレスコヒヤーは，大産業の労使関係の具
体的側面を以下のようにみる。
〔2〕科学的管理と労務管理
19世紀末以降の産業発展と労使関係の変化を象徴する一局面は，いうまでも
なく科学的管理の導入と労務管理の発展であるが，この点についてのレスコヒ
ヤーの記述は，人間関係論の発展以前のことでもあり，また紙数の関係からし
ても，格別に現代的意義を汲みとれるわけではない。だが当時における一定の
評価を知ることはできる。
109) Ibid., p. 296. 
110) Ibid., pp. 298~299. 
111) Ibid., pp. 299~300. 
112) Ibid., pp. 300~301. 
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科学的管理 (thescientific management)についていえば， F・W・テイラー
が生産の非能率性を労働者自身よりも管理のあり方に求め，職務 (job)自体に
かかわる側面（課業，標準的作業条件，課業達成度により増減される報酬）と職務の
管理にかかわる側面償陣別の軍隊的命令機構の確立とそれにともなう従来の職長職能
の8分割）の両面から問題接近を試みたことはよく知られるが113), その斬新さ
にもかかわらずテイラー・システムの普及は一部にとどまった。その理由とし
てレスコヒヤーは，縁故で採用された者の失職の恐怖，過去の惰性，新システ
ムの導入コスト，立志伝風の経営者による偏見，失業発生を憂える社会の反対
などをあげる114)。
1~10~11年の州際商業委員会における鉄道運賃値上げの公聴会は，荷主側が
テイラー主義者を証人申請し，科学的管理により鉄道経営の冗費を節約すれば
値上げは不要である旨を立証しようとし，同委員会は別の理由（鉄道の蓄積利潤
が多大である）で値上げ反対の結論をだした点で興味深いが115), その際世間の
注目を浴びたのは科学的管理論の方であった。だがテイラーの主張に問題点が
なかったわけでなく，それは，①人間の仕事はかれの考えるほど正確，一様か
つ反覆的たりえない点が無視されていること（かれが労働者の反対を排し，あるい
は反対を高賃金の餌で宥和しようとしたのは，人間にたいする無理解以外のなにものでも
ない），R賃下げや失業の発生にたいする労働組合の危惧は経験上正しいと分っ
たこと，⑧テイラー主義は労働組合の必要性を否定するため，組合勢力の強い
工場では歓迎されなかったことに， 如実にしめされる116)。 その具体例として
は， 国際機械工組合 (IAM)の反対による陸軍造兵廠の科学的管理導入の失
敗， 1914~15年度陸海軍・郵政各省予算案にたいする追加条項（本予算は時間動
作研究のために支出しない），科学的管理目的と労働組合目的とは妥協しえないと
113) Ibid., pp. 306~307. 
114) Ibid., p. 308. 
115) Ibid., p. 309. 
116) Ibid., pp. 311, 312. 
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した連邦労使関係委員会報告 (1915年）などがあげられる117)。
科学的管理は1916年以降論じられることが少・なくなったが，その基本理念と
手続は広く認められかつ適用されて，アメリカ産業の日常的慣行とまでなった
という。その後アメリカの職場能率が世界から注目されるほど急上昇したこと
ゃ，とくに大戦後科学的管理と労働組合との調和が唱えられたことなどは，そ
の現われとされる。
以上の科学的管理の発展としばしば補完関係にあるのが，福利厚生事業
(welfare work)の発展である。それは，一部は「科学的管理に砂糖の衣を着せ
る」ためだが，多くは企業指導者の博愛心，企業宣伝（ないし悪評判の払拭），組
合対策をその動機とする118)。 にもかかわらずアメリカの労働者は， 企業の福
利厚生的管理に服しやすかった。レスコヒヤーはその理由として，①国内外よ
りの労働供給は，主たる供給源をいずれも農村とするため産業生活の経験が乏
しく，階級意識を欠き，使用者の恩恵的配慮に自然の反応をしめす傾向のある
こと，③階級的流動性によって労働者に個人主義的意識が醸成され，中産階級
との利害の共通性をみいだす傾向のあること，③組合運動と社会主義の力が弱
く，労働者の多くが反使用者的でないことをあげる119)。これほど明確なコモン
ズ解釈は他になかろう。
だが福利厚生的管理がさほど広く受けいれられたわけではない。たとえば
190,4年ニューヨーク州下の37,、194企業のうち福利政策を採りいれたのは110に
すぎない。その原因は，企業側による管理と判断の不手際もさることながら主
として労働者側の無関心と反対（福利政策は劣悪な労働条件と不可分であり，個人生
117) Ibid., pp. 313~315. なおAFL金属労働部のN・P・アリファスもテイラーとの討
論において，経験的に科学的管理は労働者の利益に反するという (F.W. Taylor 
and N. P. Alifas,'、Scientificshop management," in .Commons, Trade 
Unionism and Labor Problems, 1921, pp. 147~148)。
118) Lescohier and Brandeis, op. cit., p. 316. 
119) Ibid., pp. 317~318. 
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活を侵害し，家父長的支配をなし，組合対策的なものである）にあった120)。 かくして
福利厚生的管理は， 「前時代の小工場における過去の個人的労使関係の代替物
の盲目的模索」， ないしは「公正賃金という代価以下で労働者の忠誠を買おう
とする不誠意な試み」とまで酷評される（ただし試行錯誤によってリベラルな要素
が導入されはしたものの）121) 0 
けれども1915~20年には，大戦中の労働力不足，保有労働力による生産極大
化の必要，労働諸立法の制定，労働者の反抗と組合組織化の進展といった状況
に促されて，．従来のUSスチール的な専制支配にかわって福利厚生的および科
学的管理を包摂した労働政策の展開が不可避となった122)。戦時の住宅不足，
徴兵検査にともなう身体検査の普及， さらには移民の「アメリカ化」の要請
は，企業福利の改善をとくに促した。だがそれのみではない。売手労働市場の
発生→労働力の定着化と訓練および生産性向上のための労働力管理の必要→従
来職長権限とされた採用・解雇機能の専門的機構への集中→福利厚生・採用・
訓練・徴戒・職務標準化・時間研究等の労務担当取締役への一元化が，新たな
動きとなった123)。 いいかえれば， それは，労働者を商品ではないまでも生産
性によって評価されるべき機械とみる科学的管理でもなく，また労働者を機械
ではないまでも家父長主義的に躾けられるべき子供とみる福利厚生的管理でも
なく，むしろ労使関係の複雑さは労働問題なるものの存在にではなくて日常事
そのものが常に困難な解決を迫られるという点にあり，その処理は経営活動の
・不可欠の一部であって組織の全員が解決の責任を分つ（労務担当取締役はその助
言者・調整者にすぎない）とする労務管理 (personnelmanagement)の出現を意味
120) Ibid., pp. 320~321. 
1.21) Ibid., p. 321. 
122) Ibid., pp. 321~322. この点にかんしてコモンズは，テイラーの科学的管理は個々の
労働者に訴えようとするものだが， 近代の科学的管理は労働者の集団的利益に訴え
るものだという (Commons, "Industrial Relations", in Commons, Trade 
Unionism and Labor Problems, 1921, pp. 10, 11)。
123) Lescohier and Brandeis, op, cit., pp. 324~325. 
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する124)0 
労務管理は，労働力不足が解消しコスト削減の叫ばれた大戦後にはその存在
理由を失なったかに思われたが，多くの企業は労務管理機構を存続させたので
あって， 一時期 (1921年）ライン組織に人事権の復活（職長にたいする解雇権限お
よび工場経営者にたいする最終選考権限の付与など）がみられたものの，それは逆に
•ライン系統をして人事・労務にたいする認識を深めさせ，労務管理部門の強化
拡大につながった125)。労務管理にかんする出版物の増加や大学における労務管
理講座の設置， 全米技師協会連合の1921年報告『産業の浪費』（産業コスト高の
原因を浪費に求め，そのひとつとして「誤まれるレイバー・コントロール」をあげた），
さらには1923~26年の「高賃金の経済」論の提唱などは，こうした時代の動き
をしめす12~) 。 . 
(3)従業員代表制
労務管理との関連で論ぜられるものに従業員代表制(employeerepresentation, 
plans), 職場協議会 (workscouncils), 職場委員会 (shopcommittees)がある。
その支持者はこれらを産業民主制 (industrialdemocracy)とよび， それに反対
する労働者側は侮蔑的に会社組合 (companyunion)ないし「新しい型の労務
管理」とよぶ127)。
職場協議会の最初の提案は1886年ボイルズ氏によるものとされるが，その最
初の設置は1904~05年にみられる（フィレーン社，ナーンスト電燈，アメリカ圧延機
など）128)。その後フィラデルフィア急行運輸の協同組合 (1911年），ミルウォーキ
124) Ibid., p. 326. 
125) Ibid., pp. 326~329. 
126) Ibid., pp. 330, 333~334. なおこの辺の事情についてはマッケルビーの戦後の研究を
みても，格別レスコヒヤーの記述に付言するところはない (JeanT. McKelvey, 
AFL Attitudes toward Producion 1900~1932, Cornell University, Ithaca: 
New York, 1952, Chapter V)。
127) Lescohier and Brandeis,, op. cit., pp. 335, 336. 
128) Ibid., pp. 337~338. 
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ー電鉄の共済組合 (1912年），パッカード・ビアノ社の産業民主制プラン (1912
年ー一従業員代表にて下院，職長・組合執行部にて上院，会社役員にて内閣をつくり，企
業の代議民主制的運営をはかる）のごとき重要な発展がみられる129)。次の重要な発
展は 1915年のコロラド燃料製鉄の従業員代表制（ロックフェラー・プラン）であ
って，パールマンとクフトの『労働史』の描いたように完全な「会社組合」と
いうにふさわしく，「労働組合の代替物を求める産業家のための重要な見本」
となった130)0 
以上が職場協議会ないし職場委員会発展の第 1期とすれば， 1917年以降の政
府によるその奨励は第 2期を形成する。 1918年4月設置の戦時労働委員会 (the
War Labor Board, 以下W~B と略す）による従業員代表選出の支持はまさにそれ
であって， 同年WLBはゼネラル・エレクトリックにたいし最初の裁定（苦情
処理のための従業員代表選出を命令）をだした。WLBの手続は，もともとWLB設
置を勧告した戦時労働協議委員会W.LCBの原則（団結権・団体交渉権を承認し，
また組合員・非組合員が共働し，しかも従業員代表のみとの交渉慣行のある企業では，か
かる慣行継続の権利を認める）に即したものだが，一部経営者の目にはWLBは
「健全さと実行性の疑わしい革命的試み」と映ったようである。ただし大戦
中使用者が概して労使協議制を自発的に発展させようとしたことは事実であ
る131)0 
なお職場協議会を促進したのはWLBだけではない。この点で連邦造船労働
調整委員会 (USSLAB), 連邦鉄道管理局 (USRA), 連邦燃料局 (USFA)のご
とき政府機関の指導や，イギリスの例のホイットレー委員会（ただし同委員会の
意図は従業員代表制よりは全国産業復興法 NIRAの7条a項に近い）の影響は無視で
きないとされる132)。
129) Ibid., pp. 338~339, 
130) Ibid., p. 341. 
131) Ibid., pp. 342. 
132) Ibid., pp. 343, 344. 
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ところで以上の動きにたいする組織労働者の反応であるが， AFLが労使協
議制の組合転化をも期待してWLB政策を承認したのは1~18年であって，それ
以前に組織労働者が従業員代表制の意義を認識した様子はない。ただそのAF
Lも翌1919年には従業員代表制を会社組合として非難し，労働組合による団体
交渉を要求したのであって，すでにW・Z・フォスターのごときはミッドベー
ル製鋼の職場委員会プラン (1918年）を批判していたのである138)。
だが使用者は， WLBの圧力もあって職場委員会を支持し (1919~22年の間の
同委員会プランの放棄77にたいし設置31.7); 1926年には432社が913プラン（適用労
働者1377i)を有したという 134)。かかる職場委員会の発展の背景には，一般組合
員はAFL執行部ほど会社組合に敵対的でなかった（コモンズ自身かかる実態に
ふれた）こともあろうが， それとともに従業員代表制には不況期の賃下げを容
易にする利点があると使用者間で喧伝された事実もある135)。
だが大不況が到来すると，従業員代表制は激減しただけでナょ((1933年の職場
協議会数は1926年の16%減）186', NIRAの団体交渉規定によって労働組合との対
立の激化を招いた。その対立においては総じて従業員代表制の方が優勢であり
(1933年3.314社の従業員総数の45%が従業員代表制，、45.7彩が個別契約， 9.3%が労働協
約の適用下iこあった）137), この故にこそ従業員代表制はまた使用者にとって魅力あ
るものであったであろう。だが従業員代表制は所詮は労働条件を決定するもの
でなく，また従業員代表は労働組合代表とは異なって在任期間の短かいアマチ
ュア交渉者であり，賃上げや労働時間短縮に有効な力を発揮しえたわけではな
ぃ138)。しかしそれにもまして従業員代表制の致命的欠陥はその労働市場コント
ロール機能の欠如にあったのであって，その結果企業間の労働条件（すなわちコ
133) Ibid., pp. 345~:347. 
134) Ibid., pp. 349, 350. 
認5)lb辺.,pp. 348, 350. 
136) Ibid., p. 351. 
137)・Ibid., p. 352. 
138) Ibid., p. 356. 
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スト）の均等化は実現されなかったという 139)。
(4)安全と衛生
ここでのレスコヒヤーの議論は，安全衛生立法についてではなく，安全衛生
のためのキャンペーンに限定される。職業衛生にかんする最初の報告書の現わ
れたのは1837年とされるが，以後多数の研究報告が発表され，とくに塵埃と結
核死亡率との関係から， 1906~08年には，換気扇等による塵埃除去がアメリカ
工場法の一般条項のひとつとなった140)。
アメリカ労働立法協会がより広く職業病撲滅に乗りだしたのは1910年であっ
て，同協会主催の全国産業疾病会議 (1910年），アンドリュースのマッチ産業の
燐毒報告(1910年，なおこの結果連邦規制によって燐毒問題の一時的解決をみる），前記
協会と連邦労働統計局による鉛毒・ ケーソン病撲滅キャンペーン (1912,14年），
ハミルトンとオリバーの鉛毒症報告 (1911年），第2回産業疾病会議 (1912年，た
だしアメリカ医学会との共催）などの一連の動きは， それをしめす。 なお衣服産
業（クローク，スーツ，スカート）における労使合同の衛生管理は (1910年発足），
かかる試みの最初のものとして注目される141)。
以上のアメリカ労働立法協会．とは独立の動きとして使用者による衛生対策が
ある。連邦労働統計局の調査では (1916~17年）， 調査431企業中375企業が従業
員への医療サービスをおこなっていた(70彩の企業が病院か救急室を有し，45彩の企
業が医師， 50%の企業が看護婦を置いていた）とされる。 1914年には産業に関係す
る医師の協議会 (CBPI)が設立されている。かくしてレスコヒヤーは， 「1900
年に続く 30年間は労働者の健康保護の着実な前進によって特徴づけられる」と
いう 142)
゜
139) Ibid., p. 358. 
140) Ibid., pp. 359, 360. 
141) Ibid., pp. 361 ~363. 有名な婦人服ストライキの結果として締結された例のプロトコ
ルの内容の一部である。
142) Ibid., pp. 364, 365. 
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では安全についてはどうか。安全運動の開始は1907年であって，それ以前の
災害防止努力は孤立的かつ個人的であり，使用者の災害防止責任の意識はまだ
乏しい143)。 その覚醒期の到来は1907~17年であって， USスチールと子会社
による安全委員会の設置 (1908年）， シカゴ＝ノースウェスタン鉄道の安全委
員会設置 (1910年），アメリカ社会科学研究所による安全博物館の設置 (1907年），
鉄鋼技師協会 (1907年設立）による安全委員会の設置，全国安全会議の結成(1913
年）はその具体例である144)。以上のうちUSスチールと子会社の場合は，双方
によって構成される安全委員会の活動により災害死傷者数は延 100万時間につ
き1910年前の74.7人から1927年の19.7人に激減したのであって，かかる子会社
の安全活動の集中管理は「アメリカ産業における産業災害状況史上の転換点」
であったという 145)0 
(5〕利潤分配と年金
利潤分配制の起源は 1867年マサチュセッツ州靴皮革会社の始めたものとさ
れ，以後1896年までに50プランが実施されたが，これらはいずれも短命であっ
た（平均存続期間は2~3年）146)。利潤分配を定義すれば， 「使用者が自由かつ任
意に始めたところの，企業利潤の予め定めた分け前を従業員に受けとらせる追
加的報酬支払方法」であろうが，具体的には利潤分配案は，賃金俸給• 利子・配
当を控除した差額利潤の分配に全従業員を関与させる「真の」 ("true")分配案
と，コスト削減・売上増加・ 企業の競争的地位の改善のごとき利潤への直接的
貢献をした従業員のみに利潤を分け与える「制限的」 (limited")分配案とに分
れる。利潤分け前の比率が予め決定されていることは， とくに「真の」分配
案にとっては不可欠であろう。ただし利潤分配は，労働契約下の労働者の権利
143) Ibid., p. 366. 
144) Ibid., pp. 367, 368, 369. 
145) Ibid., pp. 368, 367. 
146) Ibid., p. 371. 
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156 隅西大學「紐清論集」第30巻第2号
の拡大を意図したものではないゆ。
利潤分配の一例としては，企業純収益の10彩を職長層と労働者との間に 1対
2の割合で配分するアメリカ工業会社のプラン (1916)があげられるが， これ
は単純なものに属し，実際は複雑なものが多い。また対象労働者の範囲は通常
動続（たとえば3カ月以上）と関連し， これは企業間の労働移動を妨げるが， こ
のことは，企業による利潤分配制導入の最大の動機が従業員の企業忠誠心の
・高揚・労働移動の低下・労働争議の回避（他の動機は①労働者にも株主同様に利潤
分配をすべしとの社会正義観，おょび③従業員間の倹約の助長）・ だったことを意味す
＇る 148)
゜
だが実績と効果の点からみると，利潤分配額そのものが大きくなく（総賃金費
用の6%以下が実施企業の大半をしめた），また労働者は分配利潤を留保賃金 (with-
held wages)とみたため，従業員の忠誠心を高めることも，節約を促がすこと
も， また争議を回避することもできなかった149)。 なるほど労働移動性は低下
したが， それは本来移動性の乏しい長期勤続の熟練労働者層についてであっ
て，他の労働者層については，利潤分配程度の誘因では好況期の賃金上昇によ
る移動を妨げえなかった。利潤分配による忠誠・能率上の効果の期待できるの—
は職員層であって週休制の工場労働者ではないとのある経営者の言は，至言と
もいえる150)。 なお組織労働者の利潤分配にたいする反対については， 格別の
説明を要しまい。
利潤分配よりも重要なのはむしろ従業員持株制であろう。時に利潤分配の一
方式として導入されることはあるが，持株制の多くは特別の株式買入れプラン
147) Ibid., pp. 373, 372, 374. 当時のある論者も，利潤分配は権利を与えずに義務を課
すものであって， 従業員に人気はないという (BorisEmmet, "Profit-Sharing in 
the United States", in Commons, Trade Unionism and Labor Problems, 
1921, p. 258)。
148) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 374, 375, 376. 
149) Ibid., pp. 376~377, 378. -
150) Ibid., 377, 380. 
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による。この制度の背景には1920年代の大衆の株式需要の異常な増大という事
実はあるが，従業員の自社株所有はもちろん使用者側の導入したものである。・
その導入動機は利潤分配制の場合と基本的に変らないが，株式発行を容易にし
ようとの狙いはある。ただし持株制度推進のためには従業員に自社株投資を有
利と判断させねばならず，そのための企業努力を使用者が強いられる点は重要
であろう 151)。1893年イリノイ＝セントラル鉄道で始められて以来普及し， 1927
年 315社の従業員 273万人中 80万人が自社株を所有していたという152)。労働者
的観点からすれば， この制度の評価は， 「労働者個人と賃金労働者階級とは株
式所有の点でおそらく利害は一致しない」153)というレスコヒャーの文章につき
る。
さてレスコヒャーは，そのアメリカ労働状態論を終えるにあたって私的老令
年金をとりあげる。年金立法問題は議論の対象外とされるo， だがいずれにせよ
当時すでに老令年金保険立法にかなりの進歩をしめしていたヨーロッパ諸国と
異なり，アメリカでは使用者全体として「近代の産業家は老令化した労働者と
その扶養家族に一定の責任がある」との考え方がなく，州立法をのぞけば，年
金プランを設定していたのは主として個別企業と自治体である。 154)。
アメリカ最初の産業（企業）年金プランとしてはアメリカン・エクスプレス
社 (1875年設定，無拠出・全額使用者負担）やバルティモア＝オハイオ鉄道 (1880年
拠出型， 1884年無拠出型）のものがあげられるが~ 1881~1900年には， かかる標
準化されたものは続かない。だが今世紀に入ってからは，企業年金制度は，鉄
道 (1927年までに一級鉄道の従業員f.)95彩が適用をうける），公益事業（鉄道と類似のプ
ランをもつ），金融・保険（主として拠出型），製造業(1901年のカー ネギー 製鋼， 1903
年のスタンダード石油に永続的プランの例），さらには鉱業・商業に普及した。ただ
151) Ibid., p. 382. 
152) Ibid., p. 382. 
153) Ibid_., p. 383. 
154) Ibid., p. 386. 
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し鉄道以外の産業分野の実際的な企業年金運動の開始は1910年とされる155)0 
企業年金制度（無拠出型）の適用者数は，1929年全産業で358万だが，その内訳
は鉄道が43.5%,製造業が34.2彩，公益事業が18.5%であって，したがって年
金プランのほとんどは前記 3産業によるものである。ただし企業年金運動が産
業規模に拡大することは史上みられず，鉄道 (1929年鉄道労働者の83%適用）など
は例外に属する 156)。不況後は，不況に影響されない産業（保険，紙•印刷等）に
拠出型の年金プランが族出したが，他方既存フ゜ランの廃止も激増し， 1932年ま
でに1929年の年金プランの 1割を減じた。年金制度廃止の主たる理由が企業財
政上のものであったことから分るように， 鉄道の場合（年金が労働者の権利と化
し，その財政負担にもかかわらず年金制度は維持された）を例外として，無拠出型は，
企業側の一方的な制度廃止権の故に不安定な存在だったわけである157)0 
企業年金導入の動機としては，①退職労働者の老後の不安定を見かねた人道
主義，②低能率者排除のビジネス動機，③永年勤続にたいする報奨の 3つが挙
げられるが（ただし②はまさに高令者の若年者による代替の狙いを意味し，それ故に労
働者使い捨ての批判を招く）158), その動機はともあれ現実の企業年金プランをみ
ると， 拠出の有無や目的の如何によって， ①無拠出型 (non-contributory),R 
拠出型 (contributory), ⑧組合わせ型 (composite), ④貯蓄型 (savings)の4型
に分類されうるという。①と②に説明の要はない。③は原則的には①型だが，
従業員の年金給付増額のための任意拠出を認めるものである。④は真の年金プ
ランではなく，その例はアメリカ石版印刷会社の制度（従業員は収入の5%を社内
預託し， 10年後全額を引き出しうる）にみられる159)0 
155) Ibid., pp. 386, 387~388. 
156) Ibid., pp. 388, 390. 
157) lb.id., pp. 390, 391. 
158) Ibid., pp. 392~393. なお旅客と設備の安全を確保するためには中高年労働者を早目
に退職させるにかぎるというのが， 鉄道などの企業年金溝入の動機だったともいわ
れる。
159) Ibid., 393~395. 
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レスコヒヤー執筆時点における企業年金の主たる問題点は，年金コストが制
度発足時に予想されたよりもはるかに大きかったことにある。その原因は，なに
よりも年金受給者数の増加による年金支給額の増加であるが，より具体的には
たとえば鉄道産業の場合は，①平均余命が予想外にのびたことによる受給者の
累積，③労働災害による廃疾年金の受給者が引き続き老令年金を受給しがちな
こと，③年金制度導入による従業員の定着化が逆に年金受給者比率を高めたこ
と，④貨幣賃金上昇による年金コストの上昇（とくに年金給付額は比較的賃金の上
昇する退職前の一定期間の収入を基礎とする）などが指摘されている160)0 
そこでレスコヒヤーの結論は以下のようになる。すなわちアメリカの企業年
金は， ①独立の基金を欠いて経常収入（無拠出型では給与支払総額の一定比率）に
依存しすぎるため，賃金下落する不況期には維持が困難となり，③独立の基金を
有するとされる場合ですら，それは帳簿上の積立金にすぎず（社内留保との区別
がつかず），③しかも年金支給総額（コスト）は前述の問題点として指摘された原
因により増大する，という欠点をもつ。かかる欠点は，大戦後の経済混乱と大
不況によって遺憾なく露呈せしめられたのであって，それにたいして企業は，
年金制度の廃止によって自己防衛することもできるが，かかる術をもたずにた
だ年金を期待するだけの中高年労働者にとっては，まさにその「前途は急変し
てしまった」のであると161)。
レスコヒヤーは自己の労働状態論 (400ページ）について格別の結論を用意し
ていない。したがって上記の引用文は，かれの最後の言葉でもあり，そこに一
種の物足りなさが感じられる点は否めない。
160) Ibid., pp. 395~396. 
161) Ibid., p. 396. だがレスコヒヤーの心配にもかかわらずアメリカの企業年金はその後
も発展を遂げ， 1980年現在の企業年金加入者は7,000万余といわれる。連邦政府が，
いかにこれを重視しているかは， 1974年の従業員退職所得保障法 (ERISA)の制定
にみられる。同法は企業年金の統一基準を設けただけでなく， なんらかの理由で企
業年金が廃止された場合の年金を保障するため「終了保険」を新設した点で注目さ
れる。
43 
160 爛西大學『純清論集」第30巻第2号
fil. プランダイスの労働立法論
l. 年少者の労働立法
サ プランダイスはさてレスコヒヤーの労働状態論の後をうけて エリ・ベス・
かの女の労働立法論（約300ページ）を展開する。 コモンズ『労働史」全2巻の
扱った時代 (1896年以前）が固有の労働立法に乏しく，またその乏しい立法です
ら常に違憲宣言をうける危険性があったのにたいし，その後 (1896~1932年）は
賃金労働者保護のための政府活動の拡大（労働諸法律の増加とその対象範囲の拡大）
を特徴とするが，プランダイスの目的はそれを描くにあった。成立過程，運用状
況，合憲性問題が労働立法を論ずる際の 3つの着眼点であるが，合憲性の点に
ついては連邦ないし州最高裁判所判決の蒐集と要約で事足り‘るのにたいし，法
，の成立過程を知るには州の公式記録は用をなさず，また法の運用状況について
の適切な資料入手はより困難である。だがプランダイスは，法成立のための民
主的プロセスにおける諸集団の動きを探り，また法の運用については，既存の
研究の利用以外にコロンビア特別区の最低賃金法にかんする経験 (4年間）とウ
ィスコンシン州産業委員会との接触 (10年間）とを自己の分析の基礎たらしめた
のであって， この面でのかの女の努力は評価されてよい162)。 その分析の対象
とするのは，いわゆる主要労働立法（年少者労働，最高労働時間．最低賃金，労働者
災害補償，老令年金，失業補償にかんするもの）であるが，ただ安全衛生立法につい
ては特別の章を設けて論じなかったことが注目される。なおプランダイスが担
当した労働立法論とはいえ，年少者労働立法についてはエリザペス・ S・ジョ
ンソンが，また労働者災害補償についてはハリー・ワイスがそれぞれ執筆して
いる。
まずはエリザベス・ジョンソンによる年少者労働立法論からみていこう。
162) Ibid., pp. 400~401. 
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年少労働者の保護のためにはすくなくとも①最低就業年令，R入職の前提と
しての最低教育，⑧最高労働時間，④とくに危険かつ不衛生な職業よりの保護
の4点が，法的に規定される必要がある。だが19世紀の典型的な年少者労働法
は，①については12オ（ただし年令証明は親の宜誓供述書affidavit:-t'足りる），②に
ついては読み書き能力および就学にかんする大雑把な規定，⑧については 1日
10時間が一般的であって，適用も製造業に限られる163)。
だが20世紀に入ると年少者労働の規制運動が活発化し， 1911年には全国年少
者労働委員会 (theNational Child Labor Committee, 190峠環立）が「統ー年少
者労働法」 ("UniforμiChild Labor Law")を発表してその制定を各州に勧告し
た。ただしその内容は最低年令14オ（製造業）と16オ（鉱業）， 1日8時間，夜間
労働（午後7時～午前6時）禁止というものであった。かくして1902~09年の間
に43州が年少者労働立法を制定している164)。
ところで制定された法律の内容よりして，この時期(1903~16年）に近代的な年
少者労働法の基本条項の発展したことがわかる。それを項目別に論ずると以下
のようである。
(1)就学義務。初期のそれは短期間だったが（たとえば1852年マサチュセッツ州法
では年12週）， 1890年代に発生した全学期就学の要求が今世紀に入って発展し，
それを義務化しない州は少数となった (1919年10州，ただしうち7州は南部）165)。
(2)最低年令。今世紀最初の10年間に東部・中西部の全州に14オ制が実現。南
部の代表的綿業州（南北両カロライナ）の14オ制出現は1916年および1919年166)。
(3)適用範囲。 19世紀は製造業・鉱業を中心としたが世紀末には商業にも及
ぶ。始めてあらゆる職業の14オ以下雇用禁止（ただし農業と家事使用人をのぞく）
を定めたのはデラウェア州 (1909年）。拡張適用の最大の反対者は果物・野菜の
163) Ibid., pp. 403~404, 405, Commons and Andrews, op. cit., ・p. 95~97 (邦訳
143, 144ページ）。
164) Lescohier and Brandeis, op. cit., p._ 408~409. 
165)即 d.,pp. 411, 413. 
166) Ibid., pp. 414, 415. 
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缶詰業者であって， 1915年7州が缶詰を適用除外していた167)。
(4)労働時間。 1890年代末22州が 1日10時間・週60時間を基準とする規制をし
ていたが，今世紀に入ると 9時間制， さらには 8時間制 (1903年イリノイ州）が
出現し，以後8時間制の普及をみる。 1919年末，年少者8時間制（対象は製造業
と商業）を定めていたのは19州とコロンビア特別区であった168)0 
(5)夜間労働。夜間年少者を多数雇用する産業は少数かつ強力でないため，年
少者夜間労働の規制は比較的容易であり， 1916年の規制州の数は37であった
（対象は製造業・商業または製造業のみ）。 なおガラス産業は 1905年まで適用除外
（ペンシルバニア州）。また17州が夜間メセンジャー・サービスを規制(1913年）169) 0 
(6)教育基準。 1908年マサチュセッツ法は小学4年進級能力を年少者雇入れの
条件とする（これ一定学年終了を条件とする近代型立法の先駆）。 1915年までに16州
が5~6年終了を条件とする170)0 
(7)補習学校。一般・職業教育の一環として補習学校通学を義務づけたウィス
コンシン 1911年法 (14~16才，就業時間内に週4時間）や同法に倣って定時制教
育を義務づけたペンシルバニア州法 (1915年）がその例171)。
(8)身体適性。ニューヨーク州が始めて身体適性を年少者雇入れの条件とし
(1903年），マサチュセッツ州は始めてそのための身体検査を課した (1910年）。
1915年現在14州が身体適性について医師の証明を必要とすると定めていた172)。
(9)雇用者適格証明書。年令と教育程度の証明を要求した最初の州はマサチュ
セッツ (1878年）。年令証明については当初は一般に親の宣誓供述書で足りたが
（前記のマ州は例外），その後は書証が要求される。なお雇用者適格証明書は通常
地方教育当局が発行したが，次第に州発行の傾向が生じた。 1929年雇用者適格
167) Ibid., pp. 416, 417, 418. 
168) Ibid., p. 419. 
169) Ibid., pp. 421~422, 423. 
170) Ibid., pp. 424, 425. 
171) Ibid., p. 425. 
172) Ibid., pp. 426, 427. 
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証明制を定める州は45であった173)0 
UO)危険職業の雇用禁止。 19世紀には危険職業の法的明示はなかったが，今世
紀に入ってその特定化がすすむ。既述の全国年少者労働委員会の「統一年少者
労働法」試案のうたう 3基準 (16オ末満雇用禁止職業リスト， 18オ未満の同リスト，
行政当局による危険職業決定権）が現実に立法化され， 1915年未前記3基準を採用
する州は 4,第 1もしくは第 1. 第2の基準を採用する州は21,第 3の基準の
みを採用する州は 2であった174)。
皿街頭職業の就業規制。規制の例は， 1892年ボストン市条例（新聞売り・靴磨
きの10オ末満就業禁止と末成年の就業許可制）や 1903年ニューヨーク州法（最低年令
10才，午後10時以降就業禁止）にみられる。職業の性質上規制の仕方や実効の点で
問題はあるが， 1929年では19州がなんらかの法的規制をおこなっていた175)。
さて1916年頃までの各州法の動きは以上のとおりであり，列挙した11点につ
いて年少者労働保護基準の一定の確立をみたことがわかるが，その後の州法の
発展との関連でとくに重視すべきものに連邦年少者労働立法の登場がある。年
少者労働規制の権限が州または連邦のいずれにあるべきかは前世紀以来論議の
的であったが（かの労働騎士団は連邦立法を考える），競争条件の州際間の均等化の
要請もあり，また年少者労働にかんするかぎり連邦規制が違憲と判断される恐
れが乏しかったため（連邦最高裁判所はすでにマン白人奴隷法による公衆道徳上の州際
取引規制を合憲と判断しており，年少者労働法はそれと同類視された）， 1914年パーマ
-=オーエン法案 (thePalmer-Owen bil) が連邦議会に提出され， 2年後の
1916年に通過をみた。同法の内容は， 16オ未満の労働による鉱業生産物， 14オ
未満による工業生産物， 14~16オの 8 時間を超える，• もしくは夜間（午後7時
～午前7時）の労働による工業生産物の州際取引を禁ずるというものである176)。
173) Ibid., pp. 427~428. 
174) Ibid., p. 433. 
175) , Ibid., pp. 434~435, 437. 
176) Ibid., pp. 438, 439. 
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だが1918年6月連邦最高裁判所は州権侵害を理由にこれを違憲とした。そのた
め同年秋新法案（旧法律の基準に反する鉱工業生産物の純利益に10彩の課税をするもの）
が議会に提出され，翌1919年にその成立をみたが，これも1922年には違憲の判
決をうけた177)0 
いまや連邦による年少者労働規制のための唯一の残された道は，連邦憲法の
必要な修正であろう。 192¥民連邦議会に18オ未満の労働を制限禁止する権限
を与える憲法修正案が連邦両院に提出されて通過し，直ちに批准のため各州に
付託された。だが1933年いたるまでに前記憲法修正案を批准したのは 6州にす
ぎない178)。事実上批准が拒否された理由は， おそらくは憲法修正案が連邦政
府に与えようとした権限の広汎さにある。規制対象を「雇用」 ("employment")
ではなく「労働」 ("labor")とした点が，自営農業の未成年家族労働者まで規制
されるとの反対論に口実を与えたわけだが，憲法修正派があえて「労働」とい
う言葉を用いたのは，連邦権限は未成年の家族労働者にまで及びうることを明
確化するためであった。いいかえれば憲法修正派は，将来は多少とも広汎な立
法規制を必要とする大規模産業的農業が成長するものと予想していたのであ
る。したがってジョンソンは，この点で憲法修正案が限定的だったら直ちに批
准されていただろうという 179)。
話を州立法に戻す。その後 (1917~1932年）の動きは，既述の年少労働者保護
基準の普及とその改善につきる。 1917~22年の時期についてみると，スミス＝
ヒューズ法 (1917年）の結果補習学校の設置と年少労働者の同校への就学が要求
されただけでなく， 8時間制，身体適性の医師証明，入職前8年生の課程修了
等を法律に定める州が増加した。また最低年令以上の年少者にも年令証明を求
める（年令詐称の防止）州が現われたことは，年少者労働法運用上の新しい発展
177) Ibid., pp. 441 ~442. 
178) Ibid., p. 444, 449. 
179) Ibid., pp. 449~450, 450. 
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でもあった180)。これにたいして1923~32年の時期は大した進歩はない。ただ違
法雇用により労働災害をうけた年少者にたいする通常以上の特別補償の発展が
注目される（先駆は1917年ウィスコンシン州法であって， 1932年には9州が実施）181) 0 
かくして適度の保護基準の達成すら遅々としており，しかも関連する問題は
複雑であると，ジョンソンは自己の印象を語る182)。•
2. 労働時間立法
年少者労働時間の規制についてはすでに論じたから，残るは成年労働時間の
規制についてであるが，それは女子と男子とでは趣きを大いに異にする。
まずは女子時間立法より論ずる。立法内容の進展ぶりは，1896年時点では 8時
間州… 2,10時間州・・・10,週55時間州… 1であったのにたいし， 1933年 1月1日
時点では 8時間州… 8,8½~ 9時間州…15,週54時間以上を最高とする州…17
であったという事実からわかる。適用範囲も後者の時点では農業・家事使用人
以外の全職業におよぶ。ただし夜間労働の規制は不充分であって，なんらかの禁
止を定めるのは16州に・すぎない (1933年初）183)。以上の動きを年代別にみよう。
(1)1896年以前。南北戦争前に10時間法を制定したのは 7州だが，強制可能の
(enforceable)最初の時間法はマサチュセッツ10時間法 (1874年， 79年改正）であ
る。同州は1890年には製造業における女子・年少者の夜間（午後10時～午前6時）
労働を禁止し，さらに1892年には週58時間法を制定した。この動きは他州にも
波及したものの， 1896年以前に存した13の女子時間立法のうち10は事実上死文
であり，また13立法のすべてについて合憲性はまだ確立されていなかった184)。
(2)1896~1908年。 7州が新たに10時間（ないし週60時間）法を， 1州（コロラド）
180) Ibid., pp. 451, 452~453, 454 
181) Ibid., pp. 454~455. 
182) Ibid.~p. 456. 
183) Ibid., pp. 458~460. 
, 184) Ibid., pp. 461 ~466. 
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が8時間法を制定し， 5州が法改正をしたにとどまる。かかる低調ぶりの一原
因はイリノイ女子8時間法違憲判決(1895年）にあったが， 1908年の有名なミュ
ラー対オレゴン (Muller1/, Oregon)判決による女子労働時間規制の合憲性確立
によって，その解決をみる。 1908年が女子時間立法発展の「第 1章の論理的終
焉」とされる所以でもあろう。なお女子夜間労働の禁止については違反の黙認
等があり，そのため最高時間法の実施にさほど役立たなかったという 185)0 
(3)1909~1917年。この時期は女子時間立法の急進展を特徴とし， 19州が始め
て立法化をおこない， 20州が規制基準を引きあげた。・上記39州のうち24州がそ
の立法活動を1911~13年に集中している。基準引上げの典型は週54時間制およ
び電信・電話・交通運輸・商店への拡張適用（たとえばマサチュセッツ州やニュー
ヨーク州）だが，一方夜間労働禁止については時間法ほどの前進はなく，数州
が禁止ないし規制をしたにとどまる186)0 
なおこの時期に女子時間立法上の重要な2つの発展がみられる。すなわち①
行政命令 （柔軟な行政権限の行使） による時間制限と③季節的産業の部分的な
いし全面的な時間法適用除外とである。 1913~32年の間に20州が行政委員会
億業委員会ないし産業福祉委員会の名称をもつ）を設けたが，かかる委員会は安全
衛生を主たる活動領域としながらも，女子労働時間の規制をもおこなった。行
政方式の利点が専門委員＼こよる実情に即した基準の迅速な決定にあるとされた
ことは，当時も現在と変らない187)。
行政方式の利点の発揮されたのはウィスコンシン州およびカリフォルニア州
の缶詰産業にかんしてであろう。ウィスコンシンの産業委員会命令は， 1913~
26年の間に 1日10時間（緊急時15日間にかぎり12時間）から 1日9時間・週54時間
にまで改善されたし，またカリフォルニアの行政命令は， 1916~19年の間に 1
185) Ibid., pp. 466~467, 473~474. 
186) Ibid., pp. 474, 477~478, 480. 
187) Ibid., pp. 481 ~482, 483. なお女子時間立法の実施について委員会方式がすぐれる
とする主張については Commonsand Andrews, op. cit., pp: 107~108 (邦訳156
~157ページ）。
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日10時間・週60時間から 1日8時間・週48時間にまで改善されたが，以上はその
ことを示す。一方ニューヨーク州は1913年缶詰産業にかんして54時間法を修正
し，季節中は60時間（一定期間は66時間）とした。 これにたいして19州は行政方
式も法修正方式もとらず，缶詰産業にたいして女子時間法の完全なる適用除外
を定めた188)。
(4)1918~1932年。この時期の特徴は州による規制活動の減退であって，法改
正をしたのは12州，始めて立法化をしたのは 2州にすぎない。大戦直後の基準
改正は比較的容易であったものの (1919年のマサチュセッツ州およびノース・ダコタ
州の週48時間制など），その後の各州の法改正は「非常に目だたない性質のもの」
であったとされる189)。
以上の(1)~(4)をつうじて女子時間法の効果はどうか。プランダイスは連邦労
働省婦人局の調査 (1928年）より「一般労働時間は最高時間法の有無を反映す
る」と結論し，その効果を認める。たとえば9時間法を有するオハイオ州の一
般労働時間は，時間法のないインディアナ州のそれよりはるかに短かいし，また
女子労働者のうち 1日の労働時間が9時間以下のものの比率は，オハイオ州で
は半数だがインディアナ州では16彩であった。しかも前記連邦調査によれば，
時間短縮（法的規制）が女子の雇用に悪影響を及ぽしたことはないという 190)。
ついで男子時間立法についてみよう。プランダイスは男子時間法を，①一般
宣言法， R公共事業法， ⑧鉄道法， ④路面鉄道法， ⑥バス運転手法，⑥鉱山
法，⑦特別の雑職業を対象とする法律に7分類し，以下のように論ずる191)0 
188) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 490~491, 488~489, 485~486, ・484. 
189) Ibid., pp. 495, 496~497. 
190) Ibid., pp. 499~500. なおこの時点(1935年）では，アメリカの女子労働時間規制は，
多くの州が8~9時間制を採用している意味ではヨーロッパよりも進んでいたが，
その時間帯等を明記しないものが多かった(Commonsand Andrews, op. cit., pp. 
105~106, 103, 邦訳154~155,147~151ペー ジ）。
191) Lescohier and Brandeis, cp. cit., p. 540, Commons and Andrews, op. cit., p. 
117 (邦訳168ページ）．
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①一般宣言法。 ニュー ・ノ・ヽ ンプシャー 10時間法 (1847年）が最初のもので，
1896年までに17州がこの種の法律を制定。以後この種の法律の制定はない。法
定時間以上の労働契約が認められるため，時間短縮の効果はない。ただし契約
の自由という「いまや大いに陳腐な信念の記念碑」としての意味はある192)。
R公共事業法。バン・ビューレン大統領の行政命令（海軍工廠10時間制， 1840年）
に始まり， 1896年までに連邦，• コロンビア特別区と他の 8州，諸都市に公共事
業 8時間制がみられる。ただし実効の点では一般宣言法以上ではない。その後
立法化が進展し， 1902年までに14州と 3行政区域に及ぶ。 1903年連邦最高裁判
所によるカンサス公共事業時間法の合憲判決はこれに拍車をかける。だが1911
年においてなお21州が公共事業の労働時間法をもたない。面白いことにその後
(1911~13年）公共事業労働立法の不振の時期が到来するというのに，労働立法
一般は「プーム」を迎える。前述の21州も労働者災害補償や女子時間規制の面
では大きく前進する。おそらくその理由は，労働災害や女子労働については人
道的世論が沸くが，州や都市の男子労働時間については社会も良心の痛みを感
じず，また組織労働者側にも前者にたいする人道主義を後者の方に向けしめる
だけの力量がまだなかったということであろう 193)0 
⑧鉄道法。民間男子労働時間法の始まりは鉄道事故防止のための列車乗務員
にかんするもので（たとえば24時間以上の連続勤務を免ずる1890年オハイオ州法， 2年
後15時間と改正）， 1914年までに27州がこの種の法律を制定している（その間1907
年には10州が電信電話係をも規制）。だが1907年連邦法⑥導5員について16時間勤務後10
時間の休息，操車係について9時間制を定める）は事実上すべての鉄道乗務員を対象
とすることになり，また連邦最高裁判所判決 (1914年）は鉄道労働について州基
準が連邦基準を超える場合は連邦基準が優先するとしたため，州立法活動は連
邦法制定後は事実上（前記判決後は完全に）中止されるにいたった。 なお周知の
192) Lescohier and Brandeis, op. cit., p. 541. 
193) Ibid., pp. 541~542, 543, 545, 545~546, 547. 
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ことながら鉄道乗務員の 8時間制の確立は1916年アダムソン連邦法による194)。
④路面鉄道法。ゃぱり長時間労働と事故の因果関係が立法の主たる理由であ
り， 1886~1902年の間に12州が10~12時間法を制定。その後新規の法制定はな
ぃ195)。
⑥バス運転手法。「旅行する公衆の保護」のため 1931~32年に 7州がバス運
転手の労働時間規制法を制定196)。
⑥鉱山法。 1896年以前は 2州が炭鉱の時間規制（強制力はない）をしたにすぎ
ないが，•それ以後は緊急時以外の法定時間超過を許さない強力な立法が制定さ
れるにいたる (1921年までに連邦， 1研I,アラスカ）。時間立法は鉱業を重要産業と
する州に成立したが，最有力の鉱業州（ペンシルバニアと他の5州）にそれが成立し
ていないのは興味深い。しかもその 5州のうちイリノイとオハイオは組合勢力
が強く，ウエスト・バージニアはそれが排除されていたことからして，かかる
立法欠如の原因は，労使間の 8時間協約成立の容易さ（立法の不要性）ないし炭
鉱資本の強力さにあったとされる。なお鉱山時間法は，消費者保護を目的とし
ない点で合憲性が問題とされたが，それは1898年の連邦最高裁判所によるユク
州鉱夫8時間法合憲判決 (Holdenv. Hardy)にて解決される197)。
⑦その他の時間法。 1896年以前は繊維産業において 2州に11時間法， 1州に
10時間法があり，製パンおよび煉瓦製造に、ついて10時間制（いずれもニューヨー
ク州）が成立していたが，前記ホールデン対ハーディ判決後は薬剤店員（二三—
ヨー ク州）， 製パンエ (3州），．製造業（ノース・カロライナ州）に時間規制が広ま
る。なおニューヨーク製パンエ10時間法は，製パンは健康に有害な職業ではな
194) Ibid., pp. 548~549, 561, 549~550, Commons and Andrews, op. cit., pp. 122 
~124 (邦訳175~176ページ）．
195) Ibid., p. 550. なお時間法以外の時間規制方法と．して，鉄道への特許状のなかに時間
規制条項を挿入させる方法がとられた (Commonsand Andrews,-op. cit., p. 126, 
邦訳179ページ）．
196) Lescohier and Brandeis, op. cit., p. 551. 
197) Ibid., pp. 551, 552. 
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いとの理由で1905年連邦最高裁判所より違憲判決 (Lochnerv. New York)をう
けたが，男子時間立法はその後も制定されている198)。
のこる最後は一般 8時間法の動きであろう。 1913年オレゴン10時間法は製造
業の全労働者を対象とした点で「過去の立法との決定的訣別」だとされる199)。
一般労働時間法の運動の歴史は前世紀に遡るが，イニシアティプとレファレン
ダムにかんする法律が多数の州に成立したのを機に (1911年），太平洋沿岸の州
労働総同盟は一般 8時間運動を推進し (1913年AFL大会はその旨決議）；前記オ
レゴン法成立の翌年には太平洋沿岸3州で全産業一般8時間法を州民レファレ
ンダムにかけしめたが， 結局は敗れた。かかる事態に直面すると， もともと
AFLは時間短縮について一致して立法方式を支持していたわけでなかったか
ら（熟練層は協約方式を望み，ゴンパー ズもそれに同調した）， 1914年AFL大会は方
向転換して前年とは逆に立法反対を決議してしまった。一般時間法運動はここ
に事実上停止したことになる200)。
上記AFLの態度を反映して1918~32年の間男子時間立法は杜絶状態にあっ
た。だがブランダイスはいう。 AFLの態度が利己的だという非難には「ある
正しさ」はあるが，労働時間立法の厳密な実施が困難な現状のもとではAFL
の一般時間法拒否は「賢明」であり，時間法による未組織労働者の保護を幻想
というのは「ある程度正しい」と201)。
3. 最低賃金法
賃金支払の時期と方法にかんする州の規制の歴史は古いが，賃金の水準ない
し額を始めて規制したのは， 1912年のマサチュセッツ州最低賃金法（ただし強行
型のものではない）である。翌13年8州に最低賃金法が制定されたが，その後は
198) Ibid., pp. 553, 554, 
199) Ibid., pp. 554~555. 
200) Ibid., pp. 555~556, 557. 
201) Ibid., p. 559. このようにAFLの態度に終始好意的なところは，いかにもコモンズ
的である。
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立法化が進展せず， 1923年までに成立をみた最低賃金法は計17にすぎない。だ
がそのうち 2州は法を撤廃し， 1州は最低賃金率を現実に設定せず， 4州（プ
ェルト・リコをふくむ）は決定に柔軟性を欠き，残る10州（コロムビア特別区をふく
む）すら，下級裁判所の差止命令や行政機関による合憲判決待ちのために，最
低賃金法の有効な運用が確保されたわけではない。かくして最低賃金法のアメ
リカ最初の実験は，連邦最高裁判所の合憲判決 (Stettlerv. O'hara, 1917)から
違憲判決 (Adkinsv. Children's Hospital, 1923)までの 6年間， 10州についてお
こなわれたことになる202)0 
ここで最低賃金法運動を一瞥しておく必要がある。•運動を指導したのは「公
共精神に富む中産階級の個人およびグループ」であり，それにたいする労働組
合の態度は名目的支持（マサチュセッツ州）ないし積極的反対（カリフォルニア州）
であって，使用者の反対は当然とはいえ非常に強力なものではなかった。もち
ろん運動の背景としてはアメリカの女子・年少者の低賃金をしめす諸種の調査
と海外の立法上の先例（オーストラリアの1896年法とイギリスの1909年法）の影響が
考えられる。そして多くの場合，最低賃金法の成立にたいする消費者連盟の貢
献が注目される（オレゴン，ウィスコンシン，カリフォルニアなど）203)。労働組合の
努力のみで最低賃金法が得られたと思われる唯一の例はテクサスだが，同州法
のもとに現実に最低賃金率が実施されることはなかった204)。以上と対照的なの
はオハイオ州であって，ここでは最低賃金法案が広く支持されながら結局は州
製造業者協会の反対によって葬られてしまった205)。もっとも最低賃金法運動そ
のものは，とくに大戦後の政府介入排除の風潮，女子賃金の上昇，使用者の組
202) Ibid., pp. 502~503, 504~506. ただしこの点で水島密之亮氏は，アドキンス判決以
前では最低賃金法の憲法問題は完全に結論に達したものと考えられていたという
（水島密之亮著「アメリカ最低賃金法』〔大阪市立大学法学叢書(2)〕，有斐閣，昭和26
年， 151ペー ジ）。
203) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 506~507. 水島前掲書， 3,35, 36ペー ジ。
204) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 517~518. 
205) Ibid., p. 522. 
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織的な反対運動によって， 1923年違憲判決以前ですら「事実上停止していた」
とされる206)。
1913~1923年の間の現実の最低賃金率の設定については，それが女子と年少
者のみを対象としたという意味ではオーストラリアやイギリスの場合よりも単
純ではあったが，問題は最低賃金決定上の基準と機構にあった。アメリカの場合
その基準は生活賃金とされ，その機構は①州議会 (thelegislature)によるもの，
R管理委員会 (theadministrative commission)によるもの，③賃金委員会 (the
wage board)の勧告にもとずき管理委員会が決定するものに3分される207心だが
まず基準については生活賃金の金額表示は容易でない。前記①の場合議会の決
定は偶然的だし，③と③の場合には科学的調査がおこなわれるというものの，、そ
れ自体が新たな問題を生む。典型的女子労働者（家庭を離れて自活する単身女性）
の最低生計費は，R標本グ）レープの現実の支出調査と⑥理論最低生計費の算出
（生活必需品目価格の積算・合算）という 2方法の選択もしくは併用によって決定
されるが，Rの方法には，調査対象者の記憶が正確でないのみならず，支出は
収入に制約されているとの批判（労働者側）が不可避であり， また⑥の場合に
は，若干の生計費項目（洗濯屋の支払，休暇支出，パーティ用ドレスなど）の算入に
反対（使用者側）をともなう 208)。次に機構についてもたとえば賃金委員会の構
成は， 1名以上の公益委員（管理委員会が任命する）と各同数の労働側および使
用者側委員（各側で指名する）より成るが，実際の勧告案作製の段階では意見対
立が避けられず，それは，多くの場合委員会々長の腕の見せどころとなる妥協
の産物である209)。 だがプランダイスはいう。すなわち賃金委員会手続は，管
206) Ibid., p. 518. 
207) Ibid., p. 523. 
208) Ibid., pp. 524~525. なお前述のごとくアメリカの最低賃金は女子・年少者のみを対
象としたため，オーストラリアのごとき男女間の相対基準を考える必要はなかっ
たが，女子についてはオーストラリアの基準によったという (Commonsand 
Andrews, op. cit., p. 60,_邦訳96~97ページ）。
209). Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 525~526, 527. Commons and Andrews, 
op. cit., p. 61 (邦訳98ページ）。
56 .j., 
・' 
レスコヒヤー の労働状態論とプランダイスの労働立法論（小林） 173 
理委員会の責任を軽減し関係当事者の啓蒙に資したという意味で最低賃金決定
の「望ましい方法」であり，かつ労働基準の作製を官僚に委ねずに労働条件へ
の州介入を可能ならしめたという意味で「行政テクニック上の重要な実験」で
あると210)。
さて現実の最低賃金ははたして生計費を償ったであろうか。ブランダイスは
コロンビア区を含む11州について推定生計費と実施中の最低賃金との比較を試
みているが，それによれば， 1920年において両者が均衡しているのは 1州，最
低賃金が生計費を上まわるものは 1州であって，残る 9州はいずれも最低賃金
は生計費に満たない。 1923年においてもその趨勢は変らない。実際のところ
は，最低賃金が物価上昇に遅れないようにするためには賃金委員会を数多く開
催することが必要であるが，それが踪躇されたのであって，全体として最低賃
金法に定められた基準はまった＜達成されていない211)0 
最低賃金法が一般賃金水準をひき上げたかどうかも興味ある問題だが，資料
の関係上ブランダイスが 5州に限っておこなった分析によると，全体として5州
の女子賃金は1914年~1923年の間にかなり上昇したが，その間男子賃金も同様
に上昇しているのだから，女子賃金上昇の原因は，法定最低賃金よりはむしろ物
価上昇や労働力不足などの一般情勢に帰せしめられる。．だが5州中3州（カ））フォ
ルニア，アーカンソー，コロンビア特別区）については，法定最低賃金設定後の明白な
一般賃金上昇が認められる。、しかもカリフォルニアとコロンビア特別区の最低
賃金は最高水準のものであり，アーカンソーのそれは格別高くないまでも同州
の一般賃金水準を明らかに上まわっていた212)。そこでプランダイスは，①最低
賃金は一般賃金水準を上まわると認められる場合にのみそれに影響を及ぼし，
R逆に最低賃金が一般賃金水準ょり低い場合には，その低賃金層にたいする影
210) Lescohier and Brandeis, op. cit., p. 527. ただしアメリカの最低賃金法は余りに
も委員会の自主性を放任した故に， 法の目的達成に失敗したというべきではあるま
いか， との意見もある（水島前掲書， 84ページ）。
211) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 528~530, とくに TableI. 
212) Ibid., pp. 531 ~534. 
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響は明白なこともあれば，そうでないこともあり，⑧最低賃金はその水準の高
低を問わず，それが最高賃金となる傾向はない，｀と結論する213)。確かにこの結
論は「自明のこと」 (trueism)をいったにすぎない。だが同時にそれは， わず
か5州の分析という限界のなかでのもっとも無難な結論であったともいえる。
なお最後に使用者が最低賃金を守らない場合の労働者の救済手続であるが，
要するにそれは， ①不足分（差額）請求の民事訴訟と③検察当局による刑事上
の起訴とに分たれる。だが実際にはかかる法的手続がとられず，多くの場合
行政的方法繍；反の判明した使用者に差額遡及払による調整の機会を与える）がとられ
た。おそらくそれは，他の労働法違反の場合に比して最低賃金法違反の場合に
は，その発見と申立てが容易であり，労働者の法律運用にたいする協力が得ら
れやすかったためであろうと，プランダイスはみる214)0 
4. 労働者災害補償
このテーマの記述はハリー・ワイスによる。労働者災害補償制度の確立のた
めには，その前段階として労働災害にたいする使用者責任の考え方の確立して
いることが必要であるが，この点についての従来のコモン・ロー理論は以下の
ようなものであった。すなわち①災害をうけた労働者が使用者にその補償を求
めうるためには，かれは使用者が労働者を災害より守る義務（作業場所・道具・
設備の安全性の確保，適切な作業指導ルールの確立，特別の危険にたいする注意喚起）
を怠ったことが災害の近因であることを証明しなければならない，Rかれは自
己に過失のないことを証明しなければならない。逆に労働者の過失こそ災害発
生に寄与した（寄与過失）との使用者の抗弁が認められれば，使用者の過失が災
害の一因であっても，かれの補償請求権は認められない (thedoctrine of "con-
tribu~ory negligence), ⑧自己の無過失を証明できても，その災害が同一使用者
213) Ibid., p. 538. なお Commonsand Andrews, op. cit., pp. 68~74 (邦訳110~117)
および水島前掲書，・ 140~143ペー ジをも参照のこと。
214) Lescohier and Brandeis, op. cit., p. 539. 
58 
レスコヒャーの労働状態論とブランダイスの労働立法論（小林） 176 
の雇用する他の共働者の過失により発生した場合は，かれはそれについて使用
者責任を問えない(the"fellow・servant" or "co-service" doctrine), ④かれが使用
者の過失（労働者を災害より守る前記義務履行上の怠慢）を知っていて就労したため
災害をうけたとされる場合には，かれの危険引受（権利放棄）＇を理由に使用者は
補償義務を免れることができる (thedoctrine of "assumption of risk")と215)。
もちろん前記コモン・ロー理論にたいしては制定法による廃棄・修正の動き
があり，それは具体的には，（イ）使用者の免責特約 ("contractout")を否定する
もの，（口）本人死亡時の訴訟の権利を本人以外に拡張するもの，い）フェロウ・サ
ーバント，危険引受，寄与過失のコモン・ロー理論を廃棄・修正するものとい
う3つの形をとった。（イ）については1908年までに27州が立法によってかかる特
約の権利を否定し，（口）については1904年までに39州，コロンビア特別区，プェ
ルト・リコが「対人訴権は当事者の死亡に因りて消滅する」というコモン・ロ
ー・ルールを廃した216)。
問題はい）についてだが，フェロウ・サーバント・ルールについては，廃棄も
しくは「副本人」）レール (the"vice-principal" rule, 職長のごとく使用者より管理
権限を委ねられた副本人はフェロウ・サーバントでないとするもの）と「同一部門」）レ
ール (the"departmental" rule, 共働者の範囲を同一部門内に限定するもの）の一方
もしくは双方の適用による修正がおこなわれたのであって， 1908年までに鉄道
労働者にかんし16州がそれを廃し，多くの州がそれを修正し，また労働者一般
にかんし多くの州がそれを修正した。全労働者についてフェロウ・サーバント
・ルールを完全に廃していたのは，コロラド州のみであった。危険引受｝レール
については，それを否定する条項の安全法規への盛り込みが通常の方法として
とられた。最後の寄与過失｝レールについては，労働者に過失があっても補償請
求が認められるが，ただし寄与した過失におうじて減額されるという「比例過
215) Ibid., pp. 565~566, Commons and Andrews, op. cit., pp. 228~232 (邦訳300~
304ページ）．
216) Lescohier and Brandeis, op. cit., p. 568. 
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失」 ("proportionalnegligence")ないし「比較過失」 ("comparativenegligence") 
の理論による修正がおこなわれたのであって，たとえば1906~07年には若干の
産業にかんして 8州がその立法化をおこなった。ただしごく一部の州では立証
責任を原告より被告に転嫁せしめる程度の修正が試みられたにすぎない217)0 
いずれにせよ以上の動きは，アメリカにおける労働災害の使用者責任制時代
における推移をしめす。だがヨーロッパでは，かかる使用者責任制とは異なる
労働者災害補償の新理念（産業災害損失の分散）が採り入れられつつあった。そ
の理論は，経済財の消費者はその財の生産に要した全貨幣コストを負担すべき
であって，したがって労働災害コストもまず使用者が，次いで価格転嫁をつう
じて消費者が負担すべきだというにあり，ビスマルクの1884年法がその嘴矢を
なすことは知られる。そのアメリカヘの波及は早く，ニューヨーク (1898年），
メリーランド (1902年）， モンタナ (1909年）および連邦 ci9o8年）になんらかの
災害補償法が提出もしくは制定されたことは，すでにアメリカがその実験時代
にあったことを示す218)。 その後委員会による調査の時代を迎え， 1903~19年
の間に32の行政区域に40の委員会が設けられたが，大方の委員会の結論は，使
用者責任制のもとでの労働災害による損害の回復は不充分，不確実かつ迅速性
を欠き，また制度が浪費的であるのみならず労使間の誤解と敵意を助長すると
して，従来の使用者責任制を排するものであった219)0 
アメリカ最初の近代的災害補償法は1910年ニューヨーク州法（ただちに違憲宣
言をうける）だが，その後1916年までに30州と 3準州に災害補償法が制定され，
連邦1808年法も改正強化され，さらに1917年には連邦最高裁判所の一連の 3判
決によって3型の災害補償法（強制型，選択型，独立の州基金を備える強制型）がい
ずれも支持されている。 1917年が「災害補償立法史上の転換点」とされる所以
217) Ibid., pp. 568~569. 
218) Ibid., pp. 570~571. 
219) Ibid., p. 573. 
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でもある220)。 1917~19年には8州とコロンビア特別区で法律が制定され， ま
た他の多くの州で法改正がおこなわれたが， 1920年以降は立法化の進展が衰
ぇ， 1932年までに法律を制定した新州は 2州にすぎない。
災害補償法は対象の性格上複雑多岐にわたるだけでなく，以上のように多く
の州で同時発生的に成立した経緯からして，ひとつの標準型も存しない。だが
(1)制度の型， (2)適用範囲， (3)給付の 3点より立法の発展を論ずることができる
ものとワイスはみる221)0 
(1)制度の型。ワイスはこれを①強制型か選択型か(compulsoryversus elective 
systems), ②保険の方法，⑧裁判所による運用か行政委員会による運用か， の
3点より論ずる。
①アメリカの災害補償法の多く (1932年末で32法律）は選択型だったが， それ
は1917年までは強制型立法の合憲性に不安があったためである。選択型の場
合，災害補償制度に加入しない使用者はコモ ✓ ・ロー上の使用者責任ルールに
服し，災害をうけた労働者は使用者に補償請求の訴訟をなすことができる。だ
が州は，このように使用者にたいし制度加入の選択を許したものの，コモン・
ロー・ルール（危険引受，寄与過失，フェロウ・サーバント）の廃棄・修正をおこな
ったり，とくに反対を表明しないかぎりは制度加入の承認とみなすとの方針を
とった。選択権は労働者側にもあるが，とくに反対表明のないかぎり制度加入
の承認とみなされ，また使用者が加入すれば労働者も加入するものとされた。
結局のところ選択型のほとんどは当事者の制度加入承認を得たのであって，使
用者がコモン・ロー上の使用者責任制を選択した場合でもフェロウ・サーバン
ト・ルールと危険引受Jレールは認められず，また寄与過失の認められるのは選
択法をもつ32州中13州にすぎず，それも本人の酔払い・極度の不注意・故意の
場合に限られていたのである222)。ただし災害補償制度適用外の労使の数はなお
220) Ibid., p. 576. 
221) Ibid., p. 577. 
222) Ibid., pp. 578~581. 
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多く，ここに「アメリカ災害補償制度上の明白な欠陥」があったとワイスはい
っ• 223) ゜
②災害補償制度に保険システムは不可欠であって，それだけに採用されるべ
き保険システムをめぐる争いは長い。争いの中心は民間保険会社の州システム
（州基金設置）への反対にあり， それは一時成功を収めたが（独立の州保険基金設
置は1914~17年について2州， 1919~32年についてゼロ），民間企業による災害補償保
険事業には根本的に採算上の問題があったため，大不況の到来とともにやがて
州保険基金の設置運動が復活し，州を唯一の保険事業者とするもの (1933年初現
在7州），州と民間企業とが競合するもの (1932年末現在11州とプェルト・ルコ），民
間企業（株式会社ないし相互会社）のみに保険事業を営ませるものの 3型が併存す
ることとなった224)。ただし保険システムをめぐる州対民間企業の争いは本質的
には独占対競争の問題として論ぜられたのであって，公正な研究の結論はむし
ろ独占のメリットを認めるものであった。その理由は，独占のもつ規模の経済
性，給付支払の安全性と確実性，リスクの高い災害産業への参入可能性にあっ
たが，独占の形態そのものについては株式会社は論外であり，相互会社は使用
者にとっては望ましくとも労働者にたいする給付を充分なものとしない恐れが
あり， 結局は州保険基金の設置が望ましいとされた225)。 にもかかわらずこの
時点では独立の州基金方式について，政治的干渉，管理運営能力の欠如，保守
的な法解釈，および州の支出制限の可能性が生ずぺき欠陥として指摘され，そ
の対策としてワイスは，一般的法律実施機能と基金管理機能との分離，保険
料収入よりの無制限支出， および3者構成の諮問委員会の設置を提案してい
る226)
゜
223) Ibid., p. 581. 
224) Ibid., pp. 582~584. 
225) Ibid., pp. 584~586, Commons and A叫rews,op. cit., pp. 253~255 (邦訳，332
~334ペー ジ）．．
226) L零 ohierand Brandeis, op. cit., p. 587. 
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⑧災害補償制度の運用を裁判所と行政委員会のいずれに委ねるべきかは重要
な問題だが， 1914年以前に災害補償法を制定した22州についてみると，裁判所
方式をとるもの 8州，委員会方式をとるもの14州であった。裁判所方式は時間
と費用を要し，また補償をめぐる紛争の多発するのは真の行政機関を欠く裁判
所方式の州であるとして，同方式は当初より攻撃されたが，さりとて行政委員
会の必要性が広く認められたわけでなく， 1914~20年に災害補償法を制定した
6州はいずれも裁判所方式を踏襲した。 1932年ですら 7州でなお裁判所方式が
とられていた。だが翌年初の時点では，実施中の51の災害補償制度のうち 44
は行政委員会方式によっていたという （もちろん法律問題を裁判所で争うことはで
きる）227) 0 
(2)適用範囲。災害補償法の適用範囲は憲法上の理由から危険な雇用に限定さ
れることが多かったが（さらに農業・家事使用人・臨時雇いをも除外）， 1917年の連
邦最高裁判所による同法の一般適用にたいする支持判決によって趨勢が変り，
1932年現在51の災害補償制度のうち適用を危険な雇用に限定するのは10にすぎ
なかった。ただし前記連邦判決にもかかわらず農業・家事使用人への拡張適用
はおこなわれず，また小零細企業への適用を除外する州も多かった。公共部門
への適用は漸進状態にあった。雇用困難な身体障害者が雇用されんがために災
害補償上の権利を放棄する「ウェイバー」 ("waiver")問題は深刻であったが
(-1931年5州でこの慣行があった）， それ以上に選択型補償制度の州で雇用条件と
して制度非適用の選択を求職者に強制する傾向のあったことは，重大であろ
つ• 228) ゜
州際取引の従事者をどう扱うかもひとつの論点であった。 1917年 5月の連邦
最高裁判所判決は，港湾労働者は船と岸壁の間に渡した板や孵の上で作業する
227) Ibid., pp. 587~589. なお災害補償について一般的に行政委員会方式の方がすぐれる
とされることについては， Commonsand Andrews, op. cit., p. 25i~252 (邦訳
330~331)。
228) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 589, 591~592, 593. 
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ときは連邦の管轄下にあり州法の適用をうけないとしたため，連邦議会は同年
と1922年の 2度にわたって沖仲仕に州災害補償法の適用を認める立法措置をと
ったが，それらはいずれも1920年と1927年に違憲判決をうけた。それを解決し
たのは港湾労働者にたいする連邦災害補償法の制定 (1927年）である。なお州際
鉄道の労働者については， 1908年連邦使用者責任法により管轄の問題はすでに
明確化されていたといえる229)0 
補償されるべき災害は，職業病と区別するため「事故による権利侵害」
("accidental injuries", "injuries by accident")のごとく「事故」という言葉を
ふくむ定義によってしめされる(1914年以後の事実上すべての法律）。ただし補償に
さいして「過失にたいする一種の罰」は維持され，故意，酔払い，安全装置の
不利用等による災害には，法の適用を除外するものがほとんどであった (1933
年初）230)。 これにたいして職業病補償の動きは比較的新しく， 1917年以前では
かかる補償をなす州は 1州（マサチュセッツ）にすぎなかったが， その後は増加
し， 1933年初には災害補償制度を有する51の州・準州の 3分の 1に及んだ。た
だし職業病リストの不完全さという問題は残る。そこで職業病をカバーしきれ
ないことが「アメリカ災害補償制度上の重大な欠陥」であったとワイスはい
っ• 231) 
(3)給付。災害補償法の当初の給付水準は「惨めなほど低かった」という。た
とえば災害による死亡の場合，最高給付は配偶者と子供4人以上にたいして損
失賃金の60%(ただし週10ドル・ 300週を限度とする）であった。その低さは，新制
度のもたらす雇主負担への配慮，州際間の競争条件悪化への恐れ，コモン・ロ
ーによる使用者責任ルール下の低い給付水準の影響，災害補償法に反対する使
用者との妥協の必要性といった諸要因によって説明がつく 232)。
229) Ibid., 593, 594. 
230) Ibid., pp. 595~596. 
231) Ibid., pp. 596~598. 
232) Ibid., p. 600. 
64 
レスコヒヤーの労働状態論とブランダイスの労働立法論（小林） 181 
給付水準の低さは使用者も認めるところであって， 1920年代にとくに週給付
額について改善がおこなわれた。ただし当初は扶養家族の生活負担の大きいの
は死亡よりも永久全部労働不能であることが理解されず，永久全部労働不能の
場合の給付が死亡の場合のそれを上まわったのは1917年後である。一時全部労
働不能の場合には，もし回復後もなお若干の障害が永久的に残れば，永久一部
労働不能の扱いとなる。だが問題は永久一部労働不能の場合であって，労働不能
の程度に完全に対応した補償は技術的に困難であるから，通常は補償率を一定
とし（たとえば損失賃金の50%), 障害の程度に応じて給付期間に差を設ける（た
とえば片腕喪失は100週，片脚喪失は200週）。けれどもかかる障害別補償表システム
の欠陥は，同一障害でも職種が異なれば労働不能の程度が同一ではないことで
あろう。だがその故に均一補償率を修正したのはカリフォ，｝レニア他2, 3の州
にとどまる233)0 
補償給付の週最高限度額がほとんど常に賃金および生計費の変化に遅れがち
だったことは，充分に推測できる。ただし受給期間の最高限度も改訂された
ため，実質給付額は1930年と 1914年とでほぽ同一水準にあったとワイスはみ
る 234)。なお大不況後は賃金•生計費が下落・低下したため補償給付は相対的に
改善されたが，その効果は乏しかった。その理由は，失業者が大量に存在し，
．公共事業に雇用される者の多くは災害補償制度の適用外にあり，さらに給付算
出の基礎がフル・タイム賃金ではなくて現実の就労状況に応じた実収賃金だっ
たことにある235)。
医療給付の発展も注目すべき動きのひとつであった。初期の災害補償法は一
定額の医療給付の必要を認めてはいたが， それが前進したのは大戦中であっ
て， 1920年では災害補償法に医療条項を含まないのは 3州にすぎなかった。そ
の後も改善がおこなわれ，災害補償コストに占める医療コストの比率は， 1917
233) Ibid., pp. 602~604. 
234) Ibid., p. 605. 
235) Ibid., p. 606. 
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~20年の26.7彩 (30州の調査）から193磋F末の42彩（アメリカ全州のデー タによる）
に上昇している236)。
以上のように給付を論じたワイスは，最終的に次のような評価をくだす。災
害補償立法を促進したものが，世帯主が労働災害をうけた家族の生活の悲惨さ
にあったことからすれば，給付水準の低さが災害補償制度の最大の批判点だっ
たことは当然だが，それは解決されていない。たとえば労働災害により本人が
死亡した場合，配偶者の死亡または再婚または子供の一定年令への成長までの
間損失賃金の 66%彩（最高限度額は週25ドル）の補償を定めたニューヨーク州で
も，現実の給付は，死亡した本人が労働生涯の残余期間に稼いだとされる額の
30彩以下であったという。死亡以外の場合についても同様だという237)。そこ
でワイスはいう。労働者災害補償が産業災害問題を解決し，使用者責任方式の
弊害を無くしたというのは事実無根であって，労働者災害補償立法の真の目的
を達成するには，災害をうけた労働者とその扶養家族の状態にたいする関心を
いま一度目覚めさせることが必要であると238)。 このワイスの結論は， 今日で
．もなお妥当性をもつはずであろう。
5. 年金と失業補償
ふたたびブランダイスの記述にもどる。老令年金と失業保険は今日もっとも
236) Ibid., pp. 607~608. 
237) Ibid., pp. 608~609. 
238) Ibid., p. 610. なお1973年1月1日現在のアメリカの労働者災害補償制度は54あり，
その内訳は州の制度が50, プェルト・リコが 1, 連邦制度が3(コロンビア特別区
の民間雇用者，全国の港湾労働者，連邦公務員のそれぞれにたいするもの）である。
その内容については， アメリカ合衆国保健・教育• 福祉省編， 佐口卓監修，後藤昌
彦訳『アメリカの社会保障制度』（光生館， 1978年刊） 72~86ベージをみよ。また発
生した災害の補償よりも積極的な使用者の安全保護義務の徹底については， 1970年
の労働安全衛生法が注目されるべきであり， 同法施行後アメリカの労災死傷者はゆ
るやかながら減少しているという（林弘子「アメリカの労働安全衛生法をめぐる法
律問題」，『日本労働協会雑誌JNo. 248, 1979年1月）。
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重要視されている問題であるが，ブランダイスがそれらを一括してひとつの章
で論じたところに，この時代 (1930年代）の特徴と限界をみることができる。前
記の 2立法は大戦後世の注目を浴びたにすぎず， 1932年末現在，老令年金法を
有するのは17州， また失業手当法を制定していたのは 1州（ウィスコンシン）に
すぎなかった。
まずは老令年金について。年金運動の起源は1907年（マサチュセッツ州による
老令者扶養問題調査委員会の任命）に遡る。その後アリゾナ州の最初の老令年金法
(1915年，ただし直ちに違憲を宣言される）や連邦公務員退職手当法 (1920年）を例
外として， 1921年まで積極的動きはない。同年4州に正式の調査委員会が設置
され， また同時に年金運動の強力な同盟者たる鷲友愛会 (theFraternal Order 
of Eagles)が活動を始め， 1923年には始めて「成功させる老令年金立法」が3
州に出現し（ただし実施は1州のみ）， 1928年までに 6州が年金立法を制定した
（ただし現実の実施は2州のみ）239)。翌1929年は「老令年金史上の転換点」とされ
るが，この年AFLは始めて年金立法を支持し，新たに4州が年金法を制定し
た。この 4州のうち 3州の法律は新しい強行型 (rnandatory)のものだった点は
注目される240)。その後の法制定状況は， 1930年に 2州（いずれも強行型かつ州拠
出型）， 1931年に 5州（ただし強行型は4,少H拠出型は2)のごとくである。 1932年
には 1州（ミズリー）で年金法制定のための憲法修正がおこなわれたが，同時に
1州（コロラド）で強行型年金法が違憲を宣言された241)。なお1932年のアメリ
力全体の年金受給者数は102,537人，年金総額は約2,250万ドルであって，年金
受給者 1人当りの年コストは救貧コストを大きく下まわった。かかるコスト節
減（年1人当りニューヨーク州の102.71ドルからワイオミング州の78.02ドルにおよぶ）
は誇張されがちだが，それは「老令年金運動への反対を弱めた主たる理由」で
239) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 611~612, 613. 
240) Ibid., p. 614. 
241) !bid., pp. 614~615. 
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あったという 242)0 
つぎに失業補償について。冒頭にふれたように失業補償の運動は年金運動よ
りも進展がおそく， 1916年にはマサチュセッツ州議会への失業手当法案提出と
いう動きはあったが，アメリカ最初の失業手当法の制定は1932年ウィスコンシ
ン州においてである。ウィスコンシン州のかかる成功の原因としてブランダイ
スは，①1911年産業委員会法以来の同州の先駆的労働立法化の伝統，R産業委
員会法の経験の生みだした労働立法運用の成功にたいする社会の確信，⑧社会
主義哲学と前記法律の経験により同州労働運動がアメリカ労働運動一般よりも
労働立法拡大にたいして好意的だったこと，④反労働的農民を労働立法分野に
•かんして啓蒙した進歩的政治運動，⑥労働立法の起草とその改善にたいするコ
モンズ他州立大学グループの絶えざる関心および活動の 5点をあげるが，とく
に⑥はウィスコンシン学派の実践活動の一端を示したものとして興味深い243)0 
コモンズが当初 (1921年）起草した失業保険法案は災害補償法をモデルとし，
ヨーロッパ型とは異なり使用者負担のみで保険財政を運営しようとしたものだ
が， 1932年の失業手当法はかかるコモンズ案を修正した結果である。適用は
10人以上の企業で，保険財政は使用者負担（ただし賃金支払総額の2%を限度）と
し，州の中央基金によって管理される。給付は勤続年数に応じてフル・タイム
週賃金の5096Cただし最低5ドル，最高10ドル）を年10週を最高限度として支払わ
れる244)0 
成立こそしなかったが勧告されたオハイオ州法案 (1932年）は，前記のウィス
コンシン案と対照的である。その内容は， 3人以上の企業を対象とし，労使双
方によって財政を負担させ（使用者は賃金支払総額の2鍬労働者は賃金の 1%), 3 
242) Ibid., pp. 615~616. なお老令および失業は， 1935年の社会保障法により 2大社会保
険制度として扱われたが，今日では老令はいわゆる OASDHI(老令・遺族・障害・
健康保健）の一環として処理される。最近の OASDHI(1973年）の状況については前
掲『アメリカの社会保障制度」 23~56ペー ジ， とくに表3~9をみよ。
243) Lescohier and Brandeis, op. cit., p. 617. 
244) Ibid., pp. 617~618, 620. 
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年後にはメリットにより使用者負担に 1~3½彩の幅をもたせるというもので
あった。ただし給付は週15ドル，年16週を最高限度とする245)。
そこでウィスコンシン法とオハイオ法案とを対比させてブランダイスはい
う。すなわち後者は失業を社会的責任とみて失業者救済そのものをめざすのに
たいし，前者は失業の一部を産業責任とみてレイ・オフの使用者による補償を
はかり，それによって労働者の失業補償と使用者への失業防止刺戟⑪棧t的心理
的）という 2重目的を達成しようとするものであると246)。いずれにせよ前者が
立法化され後者が勧告にとどまったところに，失業補償にたいする時代の考え
方を読みとることができる。
それのみではない。失業補償にたいする反対の強さは老令補償にたいするそ
れの比ではなかった。それは，根本的には貧しい老令者への公的配慮は認めて
も失業者には自助を求めるという大不況以前の社会的通念がなお存したことに
よるが，さらには失業手当法が個人の事情の如何を問わず失業者への「権利」
としての失業手当の支給を定めていたことによる。その点では，一定要件を備
えた老令者をのみ対象とする老令年金法とは趣きを異にしたといえるl!47)。その
故にこそ失業者の大量の存在にもかかわらず使用者側は失業補償に反対し，そ
れに成功したとされる。
245) Ibid., p. 621. 
246) Ibid., p. 622. 
247) Ibid., p. 623. なおウィスコンシン州法以降のアメリカ失業保険の発展をみると，そ
れはヨーロッパの先例に倣ったものでなく， むしろアメリカの災害補償法に似てい
た。たとえば個々の雇主の雇用安定性をしめす過去の記録にしたがって変動する経
験料率方式（メリット制）が主だったことなどが， そうである。ただし失業保険基金
の運用は州が独占して民間保険会社を閉めだした点は， 災害補償の湯合と対照的で
ある。給付は，’災害補償法とヨーロッパ失業保険の・両者を参考にしたもの・という
(Commons and Andrews, op. cit., pp. 301, 306, 307, 309~310, 邦訳390,
396,398,400ページ）。ついでながら失業保険の現況については， 前掲『アメリカの
社会保障制度』， とくに61~64ページの表lQ~llをみよ。
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6. 法律の運用
1896~1932年の労働立法の生成と変転にかかわるプランダイスの事実的記述
は以上で終る。だが法律は，最高裁判所の司法審査に妨げられることなく正し
く運用されてこそ意味がある。したがって法律の運用とその合憲性問題を論じ
たブランダイスの最後の 2章は， それだけにより重視されるべきものであろ
う。
法律運用の観点よりしてプランダイスは，アメリカの労働立法の発展過程を
以下の 3段階に区分する。すなわち，①労働者の権利と使用者の義務の単なる
制定法による宣言で足りるとされる「前強制的段階」("pre-enforcementstage"), 
R監督官なる政府機関に然るべき調査執行権限を与えて使用者による法律遵守
の確保を期する「強制的段階」("enforcementstage"), ③政府機関の機能が拡大
し， その機能が， 労使の協力を得て立法趣旨に沿う規則を設定しかつ執行す
ることにより立法政策を実施することにあるとされる「行政的段階」 ("admini-
strative stage")が， それである。もちろんこの 3段階に厳密な時代的区分は
ない248)0 
①前強制的段階。この段階の労働立法には，（イ）労使協定と抵触しないかぎり
効力をもつにすぎないところの強制不能のもの（たとえば時間外協定を認める時間
立法），（口）労働者の権利を定めた法律条項が民事訴訟によってしか執行されえな
いもの（たとえば使用者責任や賃金支払の時期にかんする法律），り使用者の違法行為
は軽罪として罰金を科せられうるが，そのための告訴は労働者の意思によると
するもの（たとえば初期の時間立法）の 3型がみられるが249)' 3型の共通点は強
制執行の義務を負う特別の政府機関の欠如であった。工場監督官制度の必要性
の認識はまだ一部に限られ， 1896年にいたっても労働立法の多くは前強制的段
階にあった。強制執行を要求される法律すらそのための機関を欠く有様で（多
248) Lescohier and Brandeis, op, cit., p. 625. 
249) Ibid., pp. 626~627. 
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くの女子時間立法や年少者労働立法）， 積極的な強制執行の必要性が一般に認識さ
れていたのは安全立法（鉱山・工場の）のみである。 1896年現在の監督官数はア
メリカ全体で117人（ただし17州）であって， 20世紀の開始とともに「ちょうど
強制的段階が始まりつつあった」ところだという 250)。
R強制的段階。監督官の存在がこの段階を象徴するが，その監督官も所詮は
違反摘発の特別警察官にすぎず，使用者の法律遵守を確保する基本手段はなお
裁判所である251)。 だが監督官制度はその前提条件であって， その導入がなけ
れば，立法上の改善（適用除外特約の禁止，就業時間明示の義務など）も効果がなか
ったであろう。確かに労働者にとっては，検察官にたいするよりも監督官にた
いする方が提訴は容易だし， それは匿名でもできる。もちろん監督官の仕事
は，理論上はかかる提訴を待たずに定期的系統的に職場点検をおこない，違
反を発見すれば起訴手続をとることだが，できれば非公式な解決を期待され
る四2)。
その後の監督官制度の発展は， たとえば監督官数の増加 (1896年の 117人から
1912年の425人，ただし後者は鉱業をのぞく）や製造業の監督官対労働者比率の上昇
(1900年の 1対40,273から1910年の 1対15,564)に示されるが，それはなんら問題を
解決していない。 1910年ニューヨークの衣服工場火災による145人焼死事件は，
その現われであったとされる253)。 とくに安全衛生立法については， 新たな事
故の瀕発，使用者の安全対策上の怠慢，使用者による監督官命令の無視，類似
違反にたいする命令内容の監督官個人による大きな差異などが，その問題点と
して指摘された254)。 なお災害補償立法については， それ以前の使用者責任に
かんするコモン・ロー修正法のもとでは労働者が災害補償の民事訴訟をおこな
うことは困難ないし皆無だったということもあって，すくなくとも1911年まで
250) Ibid., pp. 627~632. 
251) Ibid., pp. 632~633. 
252) Ibid., pp. 633~634. 
253) Ibid., pp. 638~639. 
254) Ibid., pp. 639~640. 
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の災害補償法は前強制的段階にあり， 1911年現在ですら強制的段階の立法を有
するのはアメリカ全州の半数強にすぎなかった255)0 
⑧行政的段階。この段階は，立法機関がその活動を労働分野における一般基
準の設定に限定し，細部の立法化を行政機関に委ねた（行政機関の労働条件規制の
ための専門立法機関化）ことにより生じる。同時に従来裁判所が処理した労働事
件が行政機関に委ねられる（行政機関の労働専門の司法裁判所化）。、さらに監督官の
機能は，強制的段階の専門警察官としてのそれから専門的教授助言者としての
それに変化する（行政機関の執行機能の変化）256)。以上は，労働立法の複雑化にと
もなう専門機構の必要性が認識された結果であるが，その専門的機能を営んだ
最初の完全な行政機関こそはウィスコンシン州産業委員会 (1911年）であった。
いわば同委員会は，監督官の執行機能，災害補償法下の準司法機能，および安
全衛生法下の準立法機能を併せもったわけである・257)。同様の動きは他州にも波
及し， 1911~1932年の間多くの州に前記の行政委員会方式が多少とも導入され
た。だが行政委員会方式がウィスコンシン州ほど開花したところは他にない。
そこでブランダイスは，行政委員会方式の実態を同州を中心に展開する。
行政委員会としての産業委員会が準司法的機能を営むのはもっぱら災害補償
についてだが，委員会は申立てられた事件の判断という受身の役割に満足せ
ず，申立てられなかった災害についてもそれが申立てられるべきであったか否
か（すなわち当事者間解決の正当性）を調査する258)。いいかえれば委員会は，保険
会社の労働災害保険業務および使用者の保険負担にかんして監督指導をおこな
うだけでなく．，常に新聞等をつうじて災害の発生を知悉し，委員会への申立な
く処理された事件については使用者と保険会社より報告を取り寄せて検討し，
補償の正当性に疑いがあれば調査に入る（これを公式事件"formalcases"という）。
255) Ibid., p. 641. 
256) Ibid., p. 643. 
257)即d.,p. 644. 
258) Ibid., p. 646. 
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公式事件（年平均2,112件，災害補償事件総数の11%)の半ば（年平均1,197件，事件総数
の6%)は現実には委員会で「争われる」 ("contested")ことになり，委員会は，
審理（証人喚問・証人調べ）→補償の可否および補償額の決定という準司法的活
動をおこなう 259)。 だが件数増加にともない。証人調べ等の手続は尋問官がお
こない，委員会委員は尋問官の提出した証拠により判断・決定するにとどまっ
たが， それでも委員の負担は過重だったという260)。 なお委員会で争われた事
件のうち委員会決定を不服として裁判所の再審理にもちこまれるものは比較的
少なかったが (5%以下），それでも法廷審理件数は平均年5~.6件もあり， その
実数は「けっして無視しうるものではなかった」らしい261)。 しかし使用者責
任にかんするコモン・ロー修正法の時代からすれば，法廷の負担は大いに軽
減されたのであって，使用者責任制から労働者災害補償制への変化がいかに
災害補償を迅速確実ならしめたかは，ブランダイスの指摘をまつまでもあるま
ぃ262)。
では行政委員会の立法機能についてはどうか。行政による「立法」 (admini-
strative•1aw making")のみられるのは安全衛生分野だが， ウィスコンシン産
業委員会を設置したl911年法は，同分野について特定の危険や安全施策を列挙
せず，使用者は従業員に安全な雇用と雇用場所を提供する義務があるとの一般
的規定を設けたにとどまる。ここに安全とは「雇用の性格．雇用の場所からみ
て認められるべき……生命，健康，安全もしくは福祉にたいする危険からの自
由」を意味するが，かかる安全にかんする具体的な包括的コードの作製は産業
委員会の仕事（準立法権）とされる。安全コードの有効な実施のためにはコード
作製が「諸利益を代表していること」 (•representation of interests")が必要で
あり，そのため産業委員会は，労使各代表および専門家よりなる諮問委員会を
259) Ibid., pp. 6t6~647. 
260) Ibid., p. 647. 
261) Ibid., pp. 647~648. 
262) Ibid., p. 648. 
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設けて勧告させる。勧告が承認されれば，産業委員会はそれを法的効力をもつ一
般命令として発する263)。諮問委員会を活用するかかる産業委員会方式は，コモ
ンズが内外の立法経験に照らして考えだしたものだが，現実には専門諮問委員
のC・W・プライスの活動によって大きな成果を収めえた。 3者構成の諮問委
員会は，．「法律上のみならず使用者が考えても適正である安全規則コード」を
作りえたからである264)。
したがってプランダイスは，ウィスコンシン安全諮問委員会を「困難な運営
技術面のひとつの現実的成果」と評価し，とくにそれが官僚主義を避けえた原
因として， ①すぐれた実際家（労使代表）の参加と③民間の（非官僚の）専門諮
問委員の多数参加とを指嫡する265)。かかる成功に刺激されてウィスコンシン方
式は他州に波及し (1930年安全分野で行政的立法方式をとるもの19州，うち7州で成果
をあげる）， さらには他の分野にも適用された (191呼三賃金・労働時間分野で同方式
をとるもの2州）266)。ただし全体として行政的立法方式にも柔軟性 (flexibility)
の点ではまだ問題があり，安全コードの改正は一再ならずおこなわれたとはい
ぇ，予想されたほど迅速ではなかった。そのため前記柔軟性の達成は，多くの
場合実情に応じたバリエーション (•variations") を認める手続によった267) 。
もちろん行政的「立法」方式に問題のなかろうはずがない。たとえばこの方
式は，行政委員会委員の一部をしめる無責任な任命官僚に立法権限を与える
ものであって，官僚的だと批判される。これにたいしては，委員は無責任であ
るどころか多様な経験と関心の持主をふくむ高度の専門家であり，かかる専門
家による行政的立法の方が議員（専門知識に乏しいよろず屋）立法よりも関係利害
をよく反映するとの反論がなされる268~ 。 この点についてプランダイスは， 多
263) Ibid., p. 650. 
264) Ibid., pp. 651~652. 
265) Ibid., p. 653. 
・266) Ibid., p. 654. 
267) Ibid., p. 655. 
268) Ibid., p. 657. 
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様な産業の実情に応じた（関係利害の対立を最小ならしめる）規則を作製する必要上
高度の専門知識が要求されるところでは，行政的立法方式が一般に有効である
とし，安全衛生分野をその最適例とする269)。これにたいして労働時間規制につ
いては前記事情はあてはまらない（ただし缶詰のごとき一部の業種をのぞく）270)。そ
の中間に位するのは賃金規制であって，ここでは関係利害の対立が大きいため
専門知識も実際には格別役立たないが，規制実施面よりみて行政方式が望まし
いという 271)。
なお労働法運用の機構については，分散方式の成功したところ（太平洋沿岸の
若干の州）と集中方式の不可欠だったところ（ウィスコンシン州）とがあるが，過
去の経験からはそのいずれが望ましいともいえないとされる。
そこでプランダイスは結論的にいう。すなわち法律運用の行政的段階の本質
は，執行機能に加えて準立法・準司法権限を有する専門政府機関の存在にある
が，成功せる法律運用はかならずしも上記3権限の統一的行使を意味するもの
でなく，年少者労働については執行機能，災害補償については準司法権限，安
全については準立法権限，労働時間については準立法権限（ただし限定的）が，
重要，不可欠ないし有用である。けれども行政的方式は「万能薬」 ("cureall") 
ではない。いかなる政府規制にせよ， それを究局に成功せしめるものは「有
能， 公正かつ不屈の公僕」の存在であると272)。 これ永遠の普遍的真理である
というべきか。
7. 合憲性
プランダイスは， 自己の労働立法論の長い叙述 (300ページ）の最後を労働立
法の合憲性論議で終えているが，コモンズ『労働史』序文がアメリカ労働運動
269) Ibid., pp. 657~658. 
270) Ibid., p. 658. 
271) Ibid., pp. 658;..,659. 
272) Ibid., p. 659. . 
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の特徴的要因 (6つ）の第 4として最高裁判所の立法審査をあげたことからし
ても273), それは当然のことであろう。かの女は， かかる司法審査を 4時期に
区分し 6項目について論じる。以下の表は，諸種の労働立法の合憲性にかんす
る最高裁判所の主要な判決をプランダイスの説くままにまとめたものである。
なお表内の〇印は州最高裁判所の合憲判決，、 X印は同裁判所の違憲判決，◎印
は連邦最高裁判所の合憲判決，R印は同裁判所の違憲判決をしめす。また法律
名称は内容を示す便宜上のもので正式のものではない。
ブランダイスの記述は表のとおりだが，これに若干の注釈を加えておく必要
はある。
〔1〕1896年以前。使用者責任にかんするコモン・ロー修正法についての司法
判断をのぞけば， この時期の判決はすべて州レベルのものだが， その一理由
は，当時の裁判所法では州最終審で違憲と判断された事件は連邦最高裁判所に
上訴できなかったことにある274)。 また最初の時間立法合憲判決 (1876年）が以
後の諸判決 (1894~95年）で覆えされるのは，最初の判決の下された時期が，憲法
修正第14条項 (1868年発効）による権利としての契約自由の理論が完全な発展を
とげる以前であったことによると思われる275)。事実イリノイ女子8時間法違憲
判決 (1895年）は，その理由として，同法が製造業のみに， しかも女子にのみ適
用される故に階級立法（法の平等保護の否定）であり，しかも 8時間規定は契約の
自由に抵触するという点をあげた276)。一方年少者労働の時間規制については，
警察権の立場からその合憲性が疑われることはなく （児童福祉の立場から，それ
は親が子を働かせる権利を奪うものでないとの判決が下されていた）， それは， 基本的
には安全衛生についてもいえた (187胡三イリノイ鉱山安全法合憲判決）277)。 したが
273) J. R. Commons, 圧storyof !,abor in the United States, Vol. I, p. 9. 
274) Lescohier and Brandeis, op. cit., p. 661. 
275) Ibid., p. 662. 
276) Ibid., p. 662. 
277) Ibid., pp. 665~666. 
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って逆に公衆衛生との関連を否定されれば，法律は否定されることもある (1885
年ニューヨーク州テネメント・ハウス内煙草製造禁止法違憲判決）278)。
〔2〕1896~1916年。その意味では，公衆衛生と労使経済力の不均衡という 2
点から鉱夫8時間法を合憲とした1898年連邦判決 (Holdenv. Hardy) は，憲法
修正第14条項下の時間立法合憲論の先例 (1895年女子8時間法違憲判決の影響阻止）
として重要であろう 279)。 だが1905年の連邦判決 (Lochnerv. New York)は，
製バン業は議会干渉を必要とするほど不健康なものでないとしてニューヨーク
製パンエ10時間法に違憲を宣した280)。いわばすべての男子職業についての時間
規制の合憲性は，まだ確立されていなかったのである。一方女子時間立法につ
いては， 1908年の連邦判決 (Mullerv. Oregon)が男女の身体差および母性保護
を理由としてオレゴン女子10時間法を認めたことにより，憲法上の問題はなく
なった281)。 なお鉄道労働時間の連邦規制の承認 (1911年）は，長時間労働の緊
張による生命財産の危険の防止が理由であって，前記2判決 (Holdenv. Hardy 
および Lochnerv. New York)とは趣きを異にするといえる282)。賃金について
は，テネシー反現物賃金法の連邦合憲判決 (1900年）がその理由として労使の経
済的不平等よりの労働者の保護 (Holdenv. Hardy判決の第2理由）をあげたの
が注目される283)。
(3〕1917年。 この年のオレゴン男子10時間法の連邦合憲判決 (Bu成切gv. 
Oregon)は， 12年前の製パンエ10時間法違憲判決を覆した点で重要である。ア
ダムソン連邦鉄道8時間法の合憲判決 (Wilsonv. New)については，連邦議会
による労働時間規制権限について異論がなかった以上当然の帰結とされる。ま
たオレゴン州最低賃金法の連邦判決 (Stettlerv. O'hara)は 4対4の同数であ
278) Ibid., pp. 666~667. 
279) Ibid., p. 667. 
280) Ibid., p. 670. 
281) Ibid., pp. 672~673. 
282) Ibid., p. 673. 
283) Ibid., p. 674. 
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ったため，州最高裁判所の合憲判決 (1914年）が決め手となったが，それは，連
邦最高裁判所判事ブランダイスが，過去に本件の州裁判において州側の弁護を
おこなったことを理由に判決に加わらなかったためである284)0 
C 4) 1917~1932年。ブランダイスによれば，この期の連邦最高裁判所は過去の ， 
労働立法合憲判決を覆えしこそしなかったが，労働保護のための立法権限をよ
り厳密に解釈する傾向があったという 285)。たとえば女子夜業禁止の合憲性は認
められたものの (1924年， Radicev. New York), 男子労働時間規制については，
オレゴン10時間法判決以後は連邦法廷の判断が下されたことがない286)。しかも
賃金については， 1923年の有名なコロンビア特別区最低賃金法の連邦違憲判
決 (Adkinsv. Children's Hospital)がだされる。その多数意見によれば， ①本
最低賃金法にたいしては Lochnerv. New York判決の判断が適用されうる
(Bunting v. Oregon判決の否定），R男女の身体差は男女により異なる労働時間
規制を正当化するが，異なる賃金ルールを正当化しない，③本法は，従来裁判'
所が認めてきた立法（附随的雇用条件を規制するもので，契約の核心たる賃金に必然的
に影響しない）とは異なる，④賃金設定基準が曖昧で，しかも経営の実情や労働
者の勤務内容が顧慮されない，⑤本法を支持する意見書は多く提出されたが，
そのいずれも本法の有効性を納得させない（意見書等の採用された Mullerv. Ore-
gon判決とは対照的）という 287)。 このアドキンス判決は Lochnerv. New York 
判決と同一線上にあったというのに，専門誌の同判決批評は非好意的なものが
多く (14の論評のうち批判7,支持3,中立4), 18年前の Lochnerv .New York 
判決が好意的に批評された (8つの論評のうち明確な批判は 1つ）のと対照的であ
って，ここに18年間の世論の変化を汲みとることができるともいう 288)。
284) Ibid., p. 681. 
285) Ibid., p. 685. 
286) Ibid., p. 686. 
287) Ibid., p. 689. なお水島前掲書153~155ペー ジ， とくに判決にたいする批判について
は156~166ペー ジを参照。
288) Lescohier and Brandeis, op. cit., pp. 689~690. 
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そこで残るは， 1896~193砕三の労働立法の憲法上の地位の変化にかんする全
体的な要約記述であろう。エリザベス・プランダイスはそれを 3点より論ず
る。まず第 11こ，合憲性の確立の点よりみて労働立法は，①1896年当初より合
憲性が確められていてその後も変らないもの（年少者労働，安全衛生および使用者
責任にかんする諸法律）， R1896年当初は合憲性が疑われたがその後確立された
もの（賃金支払の時期・方法および女子労働時間を規制する諸法律）， ③ 1896年当初に
おいても1932年時点においても合憲性がいまなお不確実なもの（男子労働時間を
規制する法律等）の 3型に分類されるが289), ここに時代の変化の方向とその限
界を看取できる。
第2に，前記3型には， 1896年当初は存在しなかったが1932年時点は重要
視される 2種の州立法活動（労働者災害補償立法と最低賃金立法）が含まれていな
ぃ290)。前者についてはすでに合憲性は確立されている (1917)。問題は後者で
あって，プランダイスは，アドキンス判決の影響力の大きさの故に将来に不安
を感じていたと思われるが，同判決も1937年には見事に覆えされた291)。
最後に（第3に）プランダイスの指摘するのは，労働立法分野における連邦
と州との著しい権力分割であって，連邦権力の及びうるのは州際商業に従事す
る労働者ないし海上労働者であり，州権はこれに及ばない。この権力分割がど
うなるかは将来の問題だとプランダイスはいうが292),それはその後も基本的に
は変っていないというべきであろう。
以上でエリザベス・プランダイスの労働立法論を終える。
. 289) Ibid., p. 696. 
290) Ibid., pp. 696~697. 
291)アドキンス判決を覆えしたパリッシュ判決については， 水島前掲書， 214~217ペー
ジを参照。
292) Lescohier and-Brandeis, op. cit., p. 697. 
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IV. あとがき
レスコヒヤーとプランダイスの『合衆国労働史一労働状態と労働立法』の内
容は以上につきる。コモンズ『労働史」（全2巻）が主として労働運動を論じ，
労働状態と労働立法については附随的にしか触れなかったのに比較すると，こ
のコモンズ『労働史」続篇第 3巻は， 700ページにわたって労働状態と労働立
法のみを扱っているのであって，圧巻というべきである。だがコモンズの 2つ
の序文 (1918年『労働史』序文および1935年続篇序文）には，労働状態および労働立
法にかんするコモンズの一貫した理論は見あたらない。本論文「まえがき」で
指摘したように，労働立法についてはコモンズとアンドリュースの『労働法原
理』との対比が可能であったが，労働状態については前記『労働法原理』に匹
敵するものがなく，あるのはコモンズの断片的な記述であった。しかしその対
比のかぎりでは，以上みてきたように，レスコヒヤーの労働状態論もブランダ
イスの労働立法論も，ともにコモンズの主張と背馳するところはない。
だが「雇主資本主義から銀行資本主義へ」というコモンズ続篇序文の骨子と
の関連では，レスコヒヤーとプランダイスの記述がその骨子とどう対応するか
は，かならずしも明確ではない。もちろん全体としてかかる対応関係が描かれ
ているとの印象は得られるが，真正面からその取組みはない。たとえばレスコ
ヒヤーの使用者の政策にかんする記述は20世紀以降の大きな変化を詳述してい
るが，「雇主資本主義から銀行資本主義へ」の変化とのつながりが明確でない。
またブランダイスの記述は，なるほどコモンズ続篇序文のいう「雇主を犯罪者
と扱うことから銀行家や投資家を紳士・エコノミストと扱うことへ」の変化を
象徴する立法上の変化を描いてはいるが，ブランダイスがとくにそのような表
現を意識していた様子はない。
結局のところ，コモンズが全体的な序文を書いたにせよ多数の研究者が全4
巻（約2,500ページ）を分担執筆した『労働史」では，そもそも明確な一本の糸
をそこに辿ろうとするのが難しいということであろう。さらにコモンズ『労働
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史』全4巻がアメリカで始めて通史を完成させた作業であったことを考え併せ
れば，それはやむをえなかったというべきであろう。
以上でコモンズ『合衆国労働史」全4巻のフォロウを終る。いよいよニュー
・ディー Jり以後現在にいたるまでのウィスコンシン学派による労働史展開をみ
ることにしよう。
（つづく）
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